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2021年度事業報告の作成にあたって

理事長 小 野 興 子

長引くコロナ禍の2年目となった2021年度は、ワクチン接種によって不安感は和らいだもの

の、全国、県内ともに感染者数は前年を大きく上回り、引き続き学校運営に不自由が強いられた１年

となりました。

大学はオンライン授業と対面授業併用のハイブリッド授業を継続し、中高は対面授業に戻しました

が、感染第6波によって年初の一時期がオンライン授業となりました。こども園は感染者発生によ

る念のための数日の休園もありましたが、前年同様に年間を通じて普段どおりの幼児教育・保育を継

続いたしました。このように各部門それぞれが、厳しいコロナ禍の下で一定の制限を受けながらも最

善の学校運営に努めて歩んだ1年間でした。

法人全体としては、2021年度は学院年度聖句に「見よ、新しいことをわたしは行う。今や、それ

は芽生えている。」（イザヤ書43章 19節）が与えられ、将来に続くための山梨英和の新しい長期ビ

ジョンの検討を開始いたしました。神が行おうとされている「新しいこと」の正体が明らかになるに

はもう少し時間が必要になりますが、これまでの検討過程において教職員から多くの貴重な意見が寄

せられ、山梨英和学院の将来について真剣な意見を交わしております。

「新しいこと」を明確にすべき2022年度学院年度聖句として「あなたの業を主にゆだねれば

計らうことは固く立つ。」（箴言16章 3節）が与えられました。主の知恵と導きの下、更に議論を重

ねて長期ビジョンを作り上げ、将来に亘って神と地域社会に仕える山梨英和学院を目指してまいりた

いと思います。

2021年度山梨英和学院年度聖句

－ 見よ、新しいことをわたしは行う。今や、それは芽生えている。－

イザヤ書43章 19節



Ⅰ 法人の概要

１ 学校法人の概要

2 建学の精神、教育理念

① 建学の精神・設⽴趣旨

山梨英和学院は、明治22年(1889年)まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていなかった山梨県において、

すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当時カナダ・メソジスト教会によって東京と静岡

に設立されていた学校(東洋英和と静岡英和)に続いて、甲府にも新しい時代の国際社会の中で活躍しうる女

性の育成を目的とする学校設立の事業に対して、同じ教会の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

② 校訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神(神様ありがとう)｣とは、神を敬うことです。

｢愛人(人には親切)｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修(自分のことは自分で)｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

③ 教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の育成を「教育理念」

としています。

3 学校法人の沿革

新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

6月1日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限3カ年と定める。

開校式を挙行する。

甲府市百石町に校舎完成移転する。

甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

「山梨栄和中学校(新制)」を設置する。

設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青年実業家との
協力により設立された学校であり、東洋英和女学院(1884年創立)、静岡英和女学院(1887年創立)とともに、カ
ナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

1889(明治22)年 4月

1889(明治22)年 6月

1889(明治22)年11月

1891(明治24)年10月

法人名

理事長名

所在地

学校法人 山梨英和学院

小野 興子

〒400-8508 山梨県甲府市横根町888番地

055-223-6010

1989(明治22)年4月

教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人間形成の学校教育を行う。

電話番号

設立年月

目的

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。(～1946(昭21).6)

1906(明治39)年11月

1911(明治44)年 4月

1939(昭和14)年 3月

1941(昭和16)年 4月

1943(昭和18)年 4月

1947(昭和22)年 4月

1948(昭和23)年 3月

1948(昭和23)年 4月

1949(昭和24)年 4月

1950(昭和25)年 4月
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設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

に改名する。

「山梨英和短期大学(国文科・英文科)」を設置する。

「石和英和幼稚園」を設置する。

短大の学科名称を「国文学科(旧国文科)」、「英文学科(旧英文科)」に変更する。

山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

短大に「情報文化学科」を増設する。

短大を甲府市横根町に新築移転する。

高等学校を旧短大校舎に移転する。

ニケーション学科(旧英文学科)」に変更する。

2013(平成25)年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

石和英和幼稚園を廃止(2015年3月)し、「認定こども園山梨英和プレストンこども園

を設置する。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメルこども園」に、韮崎

英和幼稚園を「認定こども園山梨英和ダグラスこども園」に名称変更する。

｢幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣及び｢幼稚園型認定こども園

山梨英和ダグラスこども園｣を廃止(2017年3月)し、子ども子育て支援制度による

幼保連携型認定こども園｢幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園｣

及び｢幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園｣を設置する。

4 設置する学校・学部・学科等

① 学校名、目的

目 的

キリスト教の信仰に基づき広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、

知的、道徳的及び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視野に立つよりよき社会

人としての人間形成を行う。

キリスト教の信仰に基づき、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、

もって国際的視野に立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与する。

山梨英和中学校 教育基本法及び学校教育法に従い、女子に中等普通教育(高等普通教育)を施し、

キリスト教による人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献身奉仕の精神に富む

国民を育成する。

キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い環境の中でその心身の発達を助長

する。

学 校 名

山梨英和大学

山梨英和大学大学院

山梨英和高等学校

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科(旧国文学科)」、「英語コミュ

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻(修士課程)」を設置する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。

山梨英和こども園

(ｶｰﾄメル,ﾀﾞｸﾞﾗｽ,ﾌﾟﾚｽﾄﾝ)

設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の｢英和｣

1951(昭和26)年 4月

1958(昭和33)年11月

1966(昭和41)年 4月

1968(昭和43)年 4月

1969(昭和44)年 4月

1986(昭和61)年 4月

1991(平成 3)年 4月

1996(平成 8)年 4月

2004(平成16)年 4月

2004(平成16)年 5月

2015(平成27)年4月

2017(平成29)年4月

1999(平成11)年 4月

2001(平成13)年 4月

2002(平成14)年 4月
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② 学校・学部・学科等の学生数の状況

(単位：人)

(注) 認定こども園の入学定員は利用定員

5 役員・評議員の概要

① 役員の概要

(1) 責任限定契約

私立学校法に従い、次のとおり責任限定契約を締結した。

○対象役員の氏名

非業務執行理事：山上清之、牛山晶子、鈴木美穂子、河田節子、小野祥子、井田昌之

監事：薬袋洋子、桃井明男

○契約内容の概要

○契約によって職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置

契約の内容に、役員がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときに限る旨の定めが

ある。

(2) 役員賠償責任保険への加入

私立学校法に従い、次のとおり役員賠償責任保険に加入した。

○保険会社、保険名称 東京海上日動株式会社、経営責任総合補償特約条項付帯 会社役員賠償責任保険

○個人被保険者 理事・監事、退任役員(10年)、死亡役員の相続人、管理職従業員

⭕補償内容、補償限度額

主たる補償：法律上の損害賠償金、争訟費用 １億円

費用補償：損害賠償請求対応費用、公的調査等対応費用等 2億7千万円

重大な過失がないときは、金40万円と役員報酬の2年分とのいずれか高い額を責任限度額とする。

非業務執行理事がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、金12万円と役員報酬

の2年分とのいずれか高い額を責任限度額とする。また、監事がその職務を行うに当たり善意でかつ

学 校 名 学部等 学科等

2021年5月1日現在

開設年度 入学定員 学生等数

平成16(2004) 1012

幼保連携型認定こども園山梨英和ダグラスこども園

山梨英和中学校

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科

人間文化学部 人間文化学科

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科

三 井 貴 子 常 勤

常務理事 石 川 健 常 勤

理 事 長 小 野 興 子 常 勤

常務理事 朴 憲 郁 常 勤

155

120

70

140

100

165

762

理 事 鈴 木 美穂子 非常勤

理 事 山 上 清 之 非常勤

理 事 牛 山 晶 子 非常勤

常務理事 古 屋 秀 樹 常 勤

常務理事 野々垣 健 五 常 勤

常務理事

理 事

674

286

175

109

90

118

1,462

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

平成14(2002)

明治22(1889)

明治22(1889)

平成29(2017)

平成29(2017)

平成27(2015)

合 計

2022年3月31日現在

区 分 氏 名 常勤・非常勤の別

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園

理事：定員15名、現員15名 監事：定員2名、現員2名

幼保連携型認定こども園山梨英和カートメルこども園

河 田 節 子 非常勤

理 事 髙 橋 寛 子 常 勤

理 事 糟 谷 理恵子 常 勤

監 事 薬 袋 洋 子 非常勤

監 事 桃 井 明 男 非常勤

理 事 小 野 祥 子 非常勤

理 事 井 田 昌 之 非常勤

理 事 洪 伊 杓 常 勤
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② 評議員の概要

6 教職員の概要

(単位：人)

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

学識経験者

井 上 征 剛 大学教職員 芦 沢 薫 学識経験者

教 員 職 員 計

本務

学識経験者

牛 山 晶 子 短期大学卒業生

五 味 恵美子 短期大学卒業生

2021年5月1日現在

篠 原 義 明 学識経験者

兼務 本務 兼務 本務 兼務
区 分

洪 伊 杓

氏 名 摘 要 氏 名 摘 要

髙野 孫左ヱ門 学識経験者

堀 内 栄 子 こども園教職員 上 原 重 樹 学識経験者

進 藤 中 学識経験者

糟 谷 理恵子 中高教職員 野々垣 健 五 学識経験者

小 野 興 子 学識経験者

三 井 貴 子 中高校長 学識経験者

石 川 健 こども園長 学識経験者

2022年3月31日現在

定員31名、現員31名

学識経験者

57

23

18

13

18

0

80

33

25

19

27

3

アブラハム・サムエ
ル・ジェバクマル

学識経験者

輿 水 順 雄

大学教職員

学識経験者

中高卒業生 井 田 昌 之 学識経験者

小 野 祥 子

朴 憲 郁

岡 田 恭 子 中高卒業生 野 川 忍

鈴 木 美穂子 中高卒業生

髙 橋 寛 子 大学教職員

若 尾 真由美 中高教職員

山 上 清 之 教団の教職

古 屋 秀 樹 事務局長 飯 島 正 敏

院長

野 口 英 一

大和田 浩 二

河 田 節 子

129

22

7

0

0

0

7

36

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

85

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

計

27

35

8

8

7

0

187

23

10

7

6

9

3

58

49

42

8

8

7

7

121
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Ⅱ 事業の概要

学校法人山梨英和学院の設置する大学，中学校・高等学校，カートメル認定こども園，ダグラス認定こども

園，プレストン認定こども園及び学校法人の 2021 年度事業の結果，進捗状況，今後の課題等は，以下のとお

りである。

Ⅰ ⼭梨英和⼤学

□ はじめに

2021 年度は、2020 年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大（以下、コロ

ナ禍と言う）によって、難しい大学運営を強いられた 1年であった。

夏以降の第 5波、年明けに劇的に感染者が増加した第６波と、繰り返される感染の波に応じて繊

細な軌道修正が要求され、都度様々な策を講じながら大学運営を行ってきた。

一方で 2020 年度から 1年以上に亘り、経験値が着実に蓄積されてきたのも事実であり、個々の

案件に対し、迅速且つ過不足のない現実的な対応が出来るようになった。

以下に 2021 年度の大学部門における事業報告を記載するが、2021 年度は 2020 年度までと違

う大きな特徴を有する。

2021 年度の事業計画書は 2020 年度までと違い、中長期経営計画の大学部門に記載されている

11 の重点事項をベースに具体的な目標を立て、さらに当該年度の重要な事項（2021 年度は 3 つ）

を追加して立案されており、従ってそれを評価する事業報告書も、そのような体裁になっている。

中長期経営計画に記載されているベースとなった 11 の重点事項、及び当該年度の重要な事項は

以下のとおりである。

● 中長期経営計画における 11 の重点事項

(１) 定員充足率の向上目標必達

(２) 英語教育カリキュラムの改革

(３) 奨学金制度の見直しと拡充

(４) グローバル化への取り組みを強化

(５) 新学部、新学科設置及びカリキュラムの抜本的改革

(６) 2021 年度からの大学入試改革への対応

(７) 就職活動指導・支援体制の強化と拡充

(８) 教育の質の更なる向上

(９) 地元・東京圏にある他大学との連携の強化と海外の大学との提携ネットワークの拡充

(１０) 在学生・卒業生の山梨英和大学の誇りと自信の涵養

(１１) メイプルカレッジによる社会貢献活動の体制作りと実践

● 当該年度の重要な事項

(１) コロナ禍における安全・安心に留意した大学運営

(２) 2022 年度に実施予定である大学基準協会による次期認証評価への対応

(３) 2022 年 4 月に迎える大学設置 20 周年へ向けての取り組み
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□ 基本方針

1. 選択と集中

不必要なもの、無駄なものを徹底的に洗い出し、大学にとって集中すべきコア・コンピタン

スとは何かを追求する。

限られたリソースの有効な配置と、費用対効果の意識を常に持つ。

2. 諸方策の検討、実施

学長中心のガバナンスにより、意志決定と変革のスピードを上げ、諸方策の検討・改革・改

善・実行を行う。

また学長顧問からの大学の直面する諸問題点等に対する指摘、改善方策の教示及び指導を参

考として、経営改善に資する諸策の検討を行い実施する。

3. 予算編成にあたって

予算積算においては、法人の予算編成方針に従い、事業活動収支の均衡・単年度での収支均

衡を念頭において、既得権意識を排除し、ゼロベースから厳しく積算する。

ただし教育・研究・運営・施設設備等に係る追加的重点事項・突発的事項に対応するため、

相応の学長裁量費の計上を行う。

□ 主な教育・研究の概要

● 建学の精神：ミッション

キリスト教精神を基盤とした山梨英和大学は、校訓である「敬神・愛人・自修」のもとに、

「他者とともに生きる」、「他者とともに在る」大学として、次のような資質を持った地域に根

ざした「よき隣人」の輩出を目指す。

① キリスト教精神に基づき、地域住民を中心としたすべての人の「こころ」に寄り添い、

様々な境遇にある隣人のすべてを愛し、助け合うマインドセットを持っている。

② 地域の中で自身が果たすべき役割の具体像を持ち、そのために必要な知識やスキルを自

ら発見し、生涯にわたって磨き続けることができる。

③ 地域に押し寄せるグローバル化に適応し、主体的な参加、責任を持った行動ができるグ

ローバルシチズンシップを持っている。

● 教育研究目的と方針

〔大学〕

○ ビジョン

山梨英和大学は、真に国際的な大学となることを目指す。それは、様々な国や地域から学

生を受け入れることだけではない。本学は、国籍や民族の違いを超えて、常に国際的な視点

でものを考えるとともに、自らの立脚点をしっかりと見据えて地域社会と密接に連携しつつ、

キリスト教精神に根ざした深い人間理解のもとに、世界の平和と安定のために活躍する人材

を輩出することを目指す。

現代は、様々な国や地域で発達した文化が、あるいは融合し、あるいはより独自に発展し

つつ、グローバル化している時代である。こうした時代にあって、山梨英和大学人間文化学

部においては、人間文化を理解する基礎基本を学ぶべく、言葉の理解と表現方法の習得、情

報の伝達手法（コミュニケーション能力）の習得、人間の心の理解などを幅広くかつ深く学

び、極めることを目指す。これらを包括する名称として「人間文化学」を掲げ、人間文化学

部人間文化学科（一学部一学科）を設置している。
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○ 「卒業に関する方針」（ディプロマポリシー）

「人間文化学」のカリキュラムにおいて所定の単位を修めることにより、次に示す能力や

資質などを備えた学生に対して卒業を認定し、学位を授与する。

1. 人間文化学に関わる幅広い教養と体系的な知識を修得し、多面的・論理的な判断に基づい

て課題解決に取り組むことができる。

2. 他者を理解しながらさまざまな手段で自らの考えを表現し、円滑なコミュニケーション

をはかることができる。

3. 多様な文化や価値観を受け入れ、キリスト教教育によって培った倫理観をもって地域社

会の発展に貢献できる。

○ 「教育課程の編成及び実施に関する方針」（カリキュラムポリシー）

1. 1･2 年次で中心的に学ぶ基礎科目群では、キリスト教の精神を学ぶ科目、自己理解・他

者理解のための科目や地域社会を理解するための科目に加え、人間文化を理解するため

の基盤となる創造性・協調性・コミュニケーション・ICT などの高度な活用能力（フル

ーエンシー）を実践的に身につける。

2. 2･3 年次では修得したフルーエンシーを基盤とし、人間文化学を形成する下記の 3つの

専門領域を体系的に学ぶ。 サイコロジカル・サービス領域：「こころ」を理解し「ひと」

を支える心理の専門家をめざす。グローバル・スタディーズ領域：グローバルな視点か

ら日本と世界を見つめ、真の国際人をめざす。メディア・サイエンス領域：ICT を駆使

して新たな価値を創造するクリエイター、イノベーターをめざす。

3. 3･4 年次では、「専門ゼミナール」や「卒業プロジェクト」などに代表される、専門領域

を深く追究する科目を学ぶとともに人間文化学を横断的に学ぶための領域融合科目を学

ぶ。

さらに、4 年間をとおして幅広い教養を身につけたり、自己を磨いたりするための科目

として「オープン科目」を設けている。

またキャンパスの内外を学びのフィールドと位置づけ、学外での学修活動をも推進すべ

くクォーター制とセメスター制を併用する。授業においてはフィールドワークやアクテ

ィブラーニングを積極的に取り入れ、カリキュラム全体で学生主体型の教育を行い、さ

まざまな分野でのフルーエンシーを醸成するようになっている。

○ 「入学者の受入に関する方針」（アドミッションポリシー）

山梨英和大学は、「敬神（神を敬い）、愛人（人を愛し）、自修（自らを修める）」を校訓と

している。キリスト教精神に基づく建学の精神に由来するこの校訓と今という時代における

大学のあり方に対して真摯に向き合い、地域に根ざした大学として教育・研究活動を行って

いる。本学では次のような学生を積極的に受け入れる。

1. 奉仕の心をもって、地域や国、さらには世界の発展に貢献したいと考えている人

2. 文化や言語のちがいを越えて他者を理解し、ともに学ぼうとする意欲をもつ人

3. 主体的に学ぶ姿勢をもち、地域はもちろんのこと地球規模の課題にも積極的にチャレン

ジする人

4. 本学の学習に対応できる基礎的な学力を有する人

〔大学院（人間文化研究科 臨床心理学専攻）〕

○ ビジョン

現代は、多くの人たちが高度に発達した科学技術文明の恩恵を享受する一方で、人の精神

的営為との齟齬が表面化することによる社会不安が増幅している時代でもある。山梨英和大

学では、こうした認識に基づき「人間の心理」を学問的に探求するのみではなくきわめて具
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体的に「心に悩みをかかえている人」への支援を実践する人材を養成すべく、大学院に臨床

心理学専攻を設けた。 大学院に臨床心理学専攻を有する大学は、山梨県内においては本学の

みである。心のケアが今後ますます必要とされる時代にあって、本専攻の存在意義や社会か

らの要請はさらに大きくなっている。本専攻が、大学院人間文化研究科の専攻として位置づ

けられていることは、臨床心理学という研究分野が「人間文化」とは決して切り離すことが

できないことを意味している。人間文化についての深い理解なくして人間の心を深く理解す

ることはできない。

○ 「卒業に関する方針」（ディプロマポリシー）

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、臨床心理の専門家を養成する

ことを第一義とするカリキュラムにおいて所定の単位を修得し、かつ、修士論文の審査及び

最終試験に合格することにより、次に示す能力や資質などを備えた学生に対して修士課程修

了を認定し学位を授与する。

1. 本大学院修了後にも学ぶべき課題を持ち、学び続ける自発的な向学の姿勢を有する。

2. 個人にも集団にも目を向ける対人姿勢を備え、人間に対する尊敬の念、謙虚さと誠実さ

をもって人を活かしつつ関わるという対人援助を自らの役割として心得ている。

3. 医療、教育、産業、福祉、司法など、どのような臨床領域においても適切な援助や介入の

あり方を判断し、地域の専門機関と連携をしながら、実行する実践力を有する。

4. 心理学の方法や観点に基づいて職場内の課題を調査研究し、解決への提言を出すことが

できるような知識と方法を有する。

5. 学校や地域や企業などにおいて、予防のために心の健康の重要性を教育する力を有する。

6. 臨床家としてのあり方の背景にキリスト教精神に基づく死生観を持ち、特に「緩和ケア」、

「高齢者援助」などの死に直面する課題に対する臨床的関わりの中にそれを活かすこと

ができる。

○ 「教育課程の編成及び実施に関する方針」（カリキュラムポリシー）

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、教育目的を達成するために、

大学院設置基準、日本臨床心理士資格認定協会の「臨床心理士第 1種指定大学院」としての

指定条件並びに公認心理師法に基づく公認心理師法施行規則第２条に定める科目条件を満た

すとともに、学部における学びとの連続性を図るよう教育課程を編成している。

1. 開講科目は、主要な知識を技法論と共に学ぶ「基幹科目」、専ら臨床実践に習熟するため

の「臨床科目」、調査・研究のための手法を学ぶ「研究科目」の３つの科目群により編成

する。

2. 臨床心理学は実践の学であることから、多くの理論的科目においても実践的技法と関連

づけて学ぶことができる授業を実施する。

3. 学生が実社会と接して問題を発見し、文献や資料を検索して調査・検討したものを報告

し、教員と討議できるよう、主体的に参加する授業を実施する。

4. 多面的に展開して領域全体を広く展望できる授業と人の心を深く探求することで個人の

特殊性の理解を目指す授業とを実施する。

5. 実践家としてのみならず、研究者として実社会において活躍できるよう、課題の発見や

研究の遂行を可能とする研究法に関する知識を提供する。

6. キリスト教信仰に基づく隣人愛や人間存在を尊重する倫理観が、臨床家としてのあり方

に反映することを目指した授業を実施する。

○ 「入学者の受入に関する方針」（アドミッションポリシー）

山梨英和大学大学院人間文化研究科（臨床心理学専攻）は、キリスト教精神による人間形

成、社会への奉仕という建学の理念に基づき、臨床心理学的支援を実践できる高度な専門的
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職業人の養成を教育目的とする。 この理念・目的に共感する、次のような人たちを国内外か

ら広く受け入れる。

1. 人間の心の問題の研究を通して、真に役立つ「心のケア」のあり方を探求するとともに、

自己研鑽を深めつつ他者の心を支えようとする姿勢を持ちたい人

2. 本大学院が提供するカリキュラムにより身につけた知識、技法、対人・対社会態度、共

感的理解力を活かして、臨床心理士または公認心理師の資格を取得し、専門的職業人と

して社会に貢献したい人

3. 本大学院が提供するカリキュラムによる自己研鑽を通して、臨床心理の専門家に期待さ

れる業務のみならず、自発的に課題に取り組み、研究し、提言することができる社会的

スキルを備えたい人

4. キリスト教精神に根ざした考え方を基盤として建学の理念を具現化するため、「精神的に

他者と共に在る隣人愛」を実践したい人

□ 事業計画

（１） 教育・研究関係

● 重点事項

1. 定員充足率の向上目標必達

学部の入学定員（155 名）充足率は 2019 年度（中長期経営計画 2年目）において既に目標

を達成し（177 名）、続く 2020 年度（170 名）、2021 年度（194 名）であった。4学年全体

の収容定員充足率で 100％超を達成した。

しかし 2022 年度入試の入学者数は現在（2022 年 3 月時点）のところ厳しいと言わざるを

得ない。これは単に 18 歳人口の減少だけでなく、長期化するコロナ禍による影響も非常に大

きな要因であり、さらにこの複合的な悪条件は今後も継続していくと予想されている。

今後はこのような悪条件下でも定員の絶対確保を目指し、過去 4年で行ってきた施策をより

精査し、SWOT 分析のみでなく様々な分析・データ定量化を行うことによって（山梨英和大学

モデル）を確立させることに全力を傾ける。

2. 英語教育カリキュラムの改革

大学中長期経営計画実行委員会（英語教育改革検討委員会）からの報告・提案等の承認を踏

まえ、カリキュラム改革と連動し、英語運用能力の伸長等をめざした英語教育の充実を行うた

め、「英語強化プログラム」の運用を開始した。

なお、実際の改革にあたっては2021年度に新たにカリキュラム委員会を設置・常設化した。

教学マネジメントの観点から主導していく。

3. 奨学金制度の見直しと拡充

2020 年度～2021 年度において、奨学金の拡充と整備（特待生奨学金、奨学金Ｓ種）、新設

（エクセレント特待生制度）、規程改定（災害被災学生奨学金）を行った。

これらと既存の奨学金、及び国の修学支援新制度（高等教育無償化）とを組み合わせ、手厚

い学生支援体制を整え、志願者確保、及びコロナ禍における退学者対策に活用した。また、文

部科学省からの「学びの継続」のための『学生緊急支援金』の募集を行い、修学継続が困難な

学生へ対応した。

4. グローバル化への取り組みを強化

2020 年度に引き続き、2021 年度もコロナ禍においてグローバル化への取り組み強化は大

きな影響を受けた。国内外の状況を鑑みると中長期経営計画にうたわれている入学者に対する

留学生の比率 30％以上（定員 155 名の場合、47 名以上）、海外への留学生毎年度 150 名と
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いう目標の 2021 年度中の達成は不可能である。

しかしながら今後の安定的な志願者獲得の施策として留学生増員は必須であり、またグロー

バル化のため体験留学者を増やすことも必須である。

2022 年度は既に在籍中の留学生へのサービス向上も踏まえ、本学における国際交流及び留

学生受入の定義・目的・方針を再検討し、教育面では日本語教育の充実、事務面では国際交流

室に変わる新たな組織の設置を含めた支援体制の充実を検討していく。

5. 新学部、新学科設置及びカリキュラムの抜本的改革

学内外を取り巻く環境を鑑みるに、新学部・新学科の設置はかなり厳しい状況であるが、今

後も検討する姿勢は持ち続けたい。

カリキュラムの抜本的な改革については既に 2020 年度において完成し、2021 年度は多く

の講義において本格始動した。2022 年度は引き続き円滑な移行を行っていくとともに、2021

年度に新たに設置・常設化されたカリキュラム委員会主導のもと、教学マネジメントの観点か

ら適切化を図っていく。

なお、一学部一学科体制の良さを生かして、領域を柔軟に組織・運営し、社会のニーズに素

早く対応できるような態勢を構築してゆく。

6. 2021 年度からの大学入試改革への対応

学内入試については名称変更も含め、既に対応済みである。2021 年から実施された新共通

テスト（旧大学入試センター試験）への対応も含め、コロナ禍が続く中で安心・安全・確実な

入試実施に留意した。

なお表題とは異なるが、2022 年度から高校の新課程がスタートする。これを受けた入試制

度上での対応が2025年度から必要になることも予想され、その検討・準備も行っていきたい。

7. 就職活動指導・支援体制の強化と拡充

（実施目標と実施案）

「学生のキャリア形成及び進路先決定支援の強化」を重点目標に掲げ、就職内定率、進学内定

率、留学生の国内就職・進学率の向上、及び社会的評価の向上を図る。

具体的な施策としては

① 学生セグメント別支援プログラムの体系化

② 教職協働、産学連携、地域連携でのインターンシップ開発・拡大

③ 企業・団体、学生ネットワークの拡充

④ 進路支援スタッフのレベルアップ、等を行う。

（目標の達成度）

2021 年度（2022 年 3 月 1 日時点）の進路決定状況は、就職内定率は 91.6％（昨年度最

終 90.9％）、進学決定率は 84.6％（昨年度最終 75.0％）といずれも向上している。

（具体的な施策）

① 学生セグメント別支援プログラムの体系化

◉ 支援体系の強化

2021 年度 4 月より新たな担当長が着任し、次長 1・係員 3・相談員 1（内キャリアコ

ンサルタント有資格者は 3 名）の全６名の体制となった。今年度 4 月より 6 名体制によ

る本格的な支援をスタートし、特に 3年生は進路希望別に「就職」・「公務員」・「進学」の

3 カテゴリーにそれぞれ担当を配置して支援を強化した。また、留学生支援については担

当スタッフ 1名を配し、支援体制の強化を図った。

◉ オンラインシステムの整備とオンライン/対面によるセミナー・相談の充実
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本年度は3・4年生を対象としたGoogle Classroomに加え、1・2年生向けのClassroom

を開設して、（オンライン）ガイダンスを実施した。低学年学生に対しても早期から進路を

考えるキャリア形成支援の基盤をスタートした。ガイダンスの参加率は昨年に比べ伸び悩

んでいるが、個別面談との組み合わせや対面・ハイブリット開催などで参加率は後半高ま

った。

② 教職協働、産学連携、地域連携でのインターンシップ開発・拡大

◉ 正課外インターンシップ開発・拡大

夏のインターンシップについては、今年度もコロナ感染症の影響で正課授業でのインタ

ーンシップは実施できなかったが、地元企業と連携して、新たに正課外プログラムとして

の「業界横断型インターンシップ」（オンライン・対面併用）を実施した。インターンシッ

プ事前事後教育として目標と目的を設定し、検証することで個々の成長が可視化できる内

容とした。本インターンシップには 3年生のみならず 1･2 年生も参加し、昨年度 22 件→

162 件と大きく増加した。

◉ 教職協働

基礎ゼミでの進路部の紹介他、4 年生の進路決定状況を教授会にて報告、進路決定に苦

労している学生については個別にアドバイザー教員に相談しながら、最後まで支援を継続

することができた結果、卒業者に対する進路未定者は 4.9％（昨年 28.6％）と大幅に減少

した。

③ 企業・団体＆学生ネットワークの拡充（学生による学生支援）

◉ 学内合同企業説明会と就勝スタート応援会

学内企業合同説明会は 2月に開催した。コロナ禍の影響もあり対面での実施が危ぶまれ

たが、企業や学生の要望を受け、かえでホールにて対面（2 日間）での開催とした。参加

企業は延べ 61 社、参加学生は延べ 110 名が参加した。同時期に開催した「就勝スタート

応援会」（就活壮行会）は本学では初めての開催となるが、対面/オンラインのハイブリッ

ト形式で延べ 70 名の学生が参加した。本企画は 4 年生（就職決定者）6 名が企画から運

営までに携わり、進路部として「学生による学生支援」の先駆けとなった。

④ 進路支援スタッフのレベルアップ

◉ 就職支援のグループ化と 1on1 の相談体制

進路希望別（カテゴリー）による Classroom に加え、3年生の「就職クラス」の学生を

40 名ほどのグループに 3つの Classroom を設置し、特に履歴書作成について講座による

一斉指導とグループによる指導を行った。進路部スタッフ全員が同じ支援ができるようキ

ャリアコンサルタント資格取得、スキル向上研修に参加するなどと合わせて OJT でのス

キルアップも目指している。また、7月に「保護者説明会」、9月には個別面談（3年生全

員）を実施して、一人ひとりの学生に対してきめ細かい支援を実践している。また、予約

サイト（キャリタス UC）を導入して、オンラインで予約できる体制を強化。学生の希望

によって、Meet を使ったオンラインの遠隔相談と進路室での対面相談を併用し、コロナ

禍における個別相談体制を強化した結果、4～2月の個別相談件数は延べ 977件となった。

⑤ その他

◉ 公務員・民間教養試験対策講座の充実

公務員の教養試験対策は LEC によるオンデマンド講座の他に春の「集中講座」を新たに

開講した。それまで 3 年生のみが対象であったが 1･2 年生にも受講できるようにしたと

ころ 60 名ほどの学生が受講している。また民間の就職試験（SPI 等）の対策はリクナビ

による無料受験会などを積極的に採用し、年 3回ほどの模擬試験を開催した。
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8. 教育の質の更なる向上

2021 年度に新たに設置したカリキュラム委員会において教学マネジメントの観点から、適

切な講義実施に向けた検討・調整を常に行った。

また FD・SD 推進委員の主導により、教育の質向上のための FD 研修、マネジメント能力向

上のための研修を計画的に行った。

9. 地元・東京圏にある他大学との連携の強化と海外の大学との提携ネットワークの拡充

2020 年度に引き続き 2021 年度もコロナ禍において進展が図れない状況であった。

10. 在学生・卒業生の山梨英和大学の誇りと自信の涵養

コロナ禍においても途切れること無く、チャペルセンターを中心としたキリスト教教育体制

の充実を図った。

なお、附属図書館における学生協働サークル LIKE が第 107 回全国図書館大会山梨大会（大

学図書館）、第 7 回全国学生協働サミットにおいて発表を行い、第 7 回ビブリオバトル全国大

会（一般の部）でチャンプ本（優勝）となった。このことは学生にとって良い経験になったと

同時に、本学附属図書館を全国に広報することができた。

11. メイプルカレッジによる社会貢献活動の体制作りと実践

大学中長期経営計画実行委員会（メイプルカレッジ改革検討委員会）からの報告・提案等の

承認を踏まえ、ニーズに沿った講座の質的向上を図り、コロナ感染症防止対策にも考慮して、

通年の講座の他、寄付講座（第 6回甲州市おもてなし講座）をオンライン講座として開講、山

梨県立図書館館長出張トーク（金田一秀穂）（附属図書館・メイプルカレッジ共催）をハイブリ

ッド形式で開講した。全国各地から受講できる取り組みを行ったこと、積極的に新聞、ラジオ

等での広報活動を展開したことで、コロナ禍であっても延べ 1,000 名を超える受講となり、県

内の生涯学習機関での模範ともなった。

● 人事

財政状況を踏まえ、教育の質的維持を図ることを前提として、社会的な要請等を考慮し慎重か

つ厳格に行う。今後の教職員人事については、職員人事の方針（2018 年 12 月 21 日臨時理事会

決定）、働き方改革への対応（2019 年 3 月 22 日理事会決定）、及び同一労働同一賃金への対応

等の国又は本学院の人事施策を踏まえ、本学及び地方大学をめぐる厳しい社会状況を考慮した上

で、本学にとって有為な人材を確保すべく努力した。

2021 年度は、2名の嘱託職員を新規に雇用した。

一名は長期化・多様化する入試広報活動に注力するために入試・広報部へ、もう一名はコロナ禍

においてより複雑化した学生対応のために学生部に配属した。

なお 2021 年度に新たに「求めるべき教員像」「求めるべき職員像」を定めた。今後の教職員人

事において、採用時にも、人事考課においても重要な指針となるであろう。

● その他

1. コロナ禍における安全・安心に留意した大学運営

コロナ禍の中で安心・安全に留意した大学運営を行った。

行動指針レベル、及び対策マニュアルを常に見直し、学生の講義、登下校、課外活動、教職員

の勤務態勢、入試広報活動や入学試験実施、各種イベントや講座開講などにおいて、感染拡大

状況に対応した制度や物心両面の施策を適時実施した。

2. 2022 年度に実施予定である大学基準協会による次期認証評価への対応

2022 年に実施される大学基準協会による認証評価については、準備を着実に進めており、

正式なエントリーを済ませ、調査報告書を提出した。

既述の重点事項と、大学基準協会の大学評価を行う際の基準（理念・目的、内部質保証、教

育研究組織、教育課程・学習成果、学生の受け入れ、教員・教員組織、学生支援、教育研究等
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環境、社会連携・社会貢献、大学運営・財務）を照らし合わせ、大学として適切な水準を保つ

よう留意したい。

実地調査等は 2022 年 10 月前後に行われる予定である。

また認証評価に際し、様々な制度・方針を 2021 年度内に再整備した。

2022 年度はそれらの新制度・新方針を踏まえた上で、自己点検評価、教学マネジメント、内

部質保証制度をスケジュールに則り粛々と実行していく。

3. 2022 年 4 月に迎える大学設置 20 周年へ向けての取り組み

2021 年 5 月、山梨英和大学プロジェクトチーム設置規程に則って「山梨英和大学開学 20

周年記念事業委員会」が設置され、記念事業の実施と併せて施設改修を行う基本方針が確認さ

れ、以降十数回に亘り会議を開催し、内容の検討を続けてきた。

またプロジェクトと同時進行で、特に施設面の課題を明確にするため、2 つの事を行った。

１つ目は専門業者による全校舎の外壁等の劣化状況、並びに全校舎の屋根防水状況の本格的

な調査である。既に目視、及びいくつかの事象（天井材落下や雨漏り）で推測されていた校舎

の劣化具合について、客観的で悲観的な現状を把握した。

２つ目は 2021 年 10 月に全学生・全教職員を対象に実施した、施設設備アンケートである。

これにより各施設設備の満足度、及びニーズを把握した。ここでは詳細は述べないが、学生・

教職員とも、本学キャンパスの立地や配置には非常に満足度が高く愛着を持っているものの、

老朽化や劣化し機能が衰えた施設（照明、空調、トイレなど）や、破損した施設（クラブハウ

スなど）には、不満を抱えている実態が明らかになった

上記調査及びアンケート結果を踏まえ、プロジェクト会議において更に検討を行い、以下の

ことを決定し、「開学 20 周年記念事業」事業計画（案）」を作成した。

（2） 学生募集関係

過去 3年間は好調であったが、今後の 18 歳人口動向を含む学内外の環境を考慮した場合、厳

しい状況であることは変わりない。また長期化するコロナ禍の影響は深刻で、特に留学生の獲得

は少なくても数年は苦戦を強いられるのは必至である。

より一層の、周到かつ柔軟な姿勢で臨みたい。

メインターゲットは山梨県、長野県南信地域、留学生、キリスト教関連高に絞る。

高校生の志望校検討の早期化・長期化を踏まえ、各セグメントに対応した効果的な広報を通年

に渡って展開する。ただし業者主導のおざなりな広報ではなく、適切なタイミングの広報、伝え

たい価値では無く伝えるべき価値を重視した広報、KPI の設定も含めた費用対効果の意識を持ち、

限られたリソースの配置を行う。

特にホームページについては全面的に見直して刷新を図り、コロナ禍での不安定な状況におい

て仮に来校が難しい場合においても、情報を過不足なく伝え得る環境を整備したい。

（2021 年度の主な実施策）

コロナ禍の影響で、来校型のイベントは代替イベントになった。

オープンキャンパスは「Virtual Open Campus」として、「大学説明」「模擬授業」などの動

画を作成し参加申込者に配信した。210 人が利用した。

県立図書館で実施する高校生談話室（本学教員が自身の専門分野について講義する）は、講

義内容の動画を作成し、参加申込者に配信した。31 人が利用した。

「小論文対策講座」、「英語講座」は動画を作成し申込者に配信した。英語は延べ 49 人、小

論文は、延べ 150 人が利用した。

全ての来校型、対面型のイベントは動画配信方式で実施した。

動画については、「アーカイブ動画配信」を企画して、申込者に通年で利用できるようにした。

進学相談会は LINE 進学相談会とした。16 人が利用した。
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LINE 相談については、通年企画として「LINE 相談 24 時」を実施した。いつでも質問がで

き、翌日の 9時以降に返答する企画である。

代わって「Personal Open Campus」として、5人以下の保護者を含めたグループで個別

説明、学校見学ができる企画を実施した。年間 42 組が利用した。

業者実施の校内ガイダンスも中止や Online 実施に替わった。

高校訪問はコロナ禍により訪問を受付けない高校が多くあった。

受験業者（リクルート、進研アド、マイナビなど）による広報は、年間計画通りに実施でき

た。

総合型選抜の事前面談は状況により Online 事前面談とした。

入学者選抜試験は従前どおり来校型ですべて実施した。

（3） 施設・設備関係

横根校舎は 2021 年度に開設 25 年を迎え、経年劣化による老朽化や損傷が目立つようにな

ってきた。また付随する設備関連機器も同様であることから、2021 年 5 月教授会の議を経て、

山梨英和大学開学 20 周年記念事業プロジェクトチームを設置した上で、2021 年 9 月に学生・

教職員への施設・設備に関するアンケートを行い、その結果等を踏まえ、2022 年度に大規模

改修工事を行うことの原案を作成し、2022 年 2 月教授会で報告・了承を得た。

2021 年度はこれまで通り一定の保守料は予算計上するが、これまでの「壊れたら直す」的

な対処療法を改めて、定期的なメンテナンス、計画的な補修を心がけた。そのためにキャンパ

ス全体に渡る施設総点検費用を別途計上したが、2022 年度に大規模改修工事を実施すること

となったため、概算での見積書を業者へ求める際に、施設設備の総点検と同等程度の予備調査

を行うことで費用は掛からなかった。安全・美観・学生サービスの向上を念頭に、大学開設 20

周年にあたる 2022 年度からの本格的改修計画を 2021 年度中に策定した。
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Ⅱ ⼭梨英和中学校・⾼等学校

□ はじめに

中長期計画のⅠ期（2011～2015 年度）、Ⅱ期（2016～2020 年度）を土台としてⅢ期（2021

～2025 年度）をスタートした。Ⅰ期ではユネスコスクール認定、文部科学省指定のスーパーサイ

エンスハイスクールとして、教育改革に着手した。Ⅱ期では創立 130 周年記念事業として中高の校

舎統一を実現するために校舎の大リノベーションを行った。Ⅲ期では整えられた最新の教育環境を

十分に活用し、Society 5.0 に掲げられている「教育の個別最適化」を実現するための教育改革に

着手した。また、少子化に伴い生徒募集が年々厳しさを増す中にあって、生徒の主体性を育てる教

育を実践し、生徒・保護者の満足度を向上させる。山梨英和の基本理念であるキリスト教信仰を土

台として、全ての教育が本校の校訓である「敬神・愛人・自修」につながるよう、教職員が心を一

つにして祈りを重ねて歩んでいる。

□ 基本方針

◉ 教育理念：「敬神・愛人・自修」

◉ 使 命：「他者のために、他者とともに」生きる女性を育てる

◉ ビジョン：キリスト教信仰に基づき、世界に貢献できる自立した女性を育てる

◉ 基本となる価値観：人間形成の確立・国際的な視野・社会貢献

◉ 行動指針： 生徒自身が考え、行動する力を育てる

教師自らが研鑽を重ね、質の高い教育を行う

＜Yamanashi Eiwa Way より＞

2021 年度の目標：「論理的思考力を育てるⅥ」

～論理的に思考し、相手に伝え発信できる生徒の育成～

「敬神」 「礼拝を大切にする」 神と向き合う・自分と向き合う・他者と向き合う

「愛人」 「相手を尊重する」

学校行事や生徒会活動を通して、

様々な他者と真の人間関係を育む

コミュニケーション力・ディベート力を身につける

「自修」 「高い志を持って研鑽する」

夢の実現に向けて努力する

社会に還元できるように、自分の能力を高める

あきらめない強い精神力を育む

□ 教育関係

（1） 重点事業

① 探究型学習の強化

中学段階では探究の素地を作る取組を実施した。中学 1年次から 2年次までは自由研究を実

施した。中学 3年次には統計学習としてデータの活用を学び、グラフからわかること、考えら

れることを言語化して発表する学習を行った。
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高校 1年次に全員が「情報の科学」（1単位）を履修し、「問題解決」の単元として探究型学

習の方法論を学習した。問題解決の手順やデータ分析の基礎などの、アカデミックスキルズの

習得を目指した。

高校 2年次に全員が「情報の科学α」または「情報の科学β」（1単位）を履修し、課題研究

に取り組んだ。「α」では、山梨県内の市町村の魅力を伝える 1 分動画コンテストを山梨県知

事政策局広聴広報グループの協力を得て行い、優秀作品 5点が山梨県のホームページにて紹介

された。また、RESAS を用いて山梨県内の自治体が抱える問題について調べ、各自治体の「ま

ち・ひと・しごと総合戦略」を踏まえて、持続可能なまちづくりに関するアイデアをまとめて

発表した。「β」では実験や観察をともなう理数系の課題研究を実施した。

課外活動として、自然科学部は、環境評価や県内に生息する生物の研究を行い、学会等で発

表した。

以上の研究の成果物として、発表動画を作成した。3 月 17 日に実施された校内研究発表会

では、全体会として４グループが口頭発表を行った。また、個別発表として、中２から高２ま

でのすべての生徒が発表動画を作成し、縦割りグループごとに視聴した。

② 英語教育の強化

全校で英語教育を強化した。中学は 3学年とも 2日間の英語研修を校内で実施し、英語でや

り取りし発表する力を育成した。1月には全校で English Week として英語学習に取り組み、

最終日に実用英語検定を受験した。

中高すべての学年にオンライン英会話を導入した。生徒が iPad を通して海外の英会話講師

とつながり、自分のことを英語で伝える体験を繰り返すことで、自信がつき学習意欲が高まっ

た。

希望者対象のイングリッシュ・コーチングを導入した。洋書のテキストを家庭学習の一環と

して読み進み、2週間に 1度のコーチングで教員が伴走する取組を行った。

「読む」「聞く」「書く」「話す」の 4技能をバランスよく育成するよう、授業から行事にいた

るまですべての局面で取り組んでいる。

③ 「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」全学年使用５年目

2011 年度から iPad を導入し、2017 年度からは導入学年を早め、中学 1 年生から高校 3

年生までの全員が iPad を個人所有し、教具として幅広く活用している。日々の授業に加え、

中学生は自由研究・職業学習などの取組にも iPad を使用している。調べ学習、資料まとめ、プ

レゼンテーション、プログラミング、探究課題など、活用の場面が多くなっている。

高校においても、日々の授業での活用に加え、修学旅行に関する事前学習や部活動での利用

も進んでいる。全学年で Classi を導入することにより、個人の学習履歴の蓄積が可能になっ

た。また、数学の AI 学習教材である Qubena や学習動画配信サービスのスタディーサプリ等

を活用し、個に応じた学習を進める環境を用意している。

④ 「国際教育の充実」JICA 研修・SSH ドイツ研修など

新型ウイルスの感染拡大により、すべての海外派遣と受け入れプログラムを中止した。海外

姉妹校への短期、長期留学も見送りとなった。高校 1年生の修学旅行韓国旅行団の生徒は韓国

梨花女子高校との文通プログラムを実施した。

⑤ 「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコスクールとして持続発展教育（ESD）の推進に取り組んだ。具体的には、環境、国

際理解、平和・人権を主な柱とし、SDGs を教材とした探究型学習、国際性を涵養する学習、

ボランティア活動、などを実施した。

3 月 17 日の校内発表会においては、ウクライナ出身の非常勤講師により、ウクライナを知

るための講演を実施し、平和について考えを深める機会とした。
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鎌倉ユネスコ協会からの依頼により、11 月 20 日に実施されたユネスコ協会 2021 中部東

ブロック大会において、本校の ESD（持続可能な発展のための教育）活動報告を行った。

ボランティア活動としては、課外活動において、地域の高齢者に対する配食サービスの手伝

い、高齢者施設などへのオンライン方式での演奏、わかば支援学校との交流、フードバンク山

梨への食品・カード・折り紙提供等、各団体が活発にボランティア活動を行った。

⑥ 「論理的に考え、活動できる生徒会」

2021 年度は論理的に考え、相手に伝え発信できる生徒会活動を目標とし、学校行事やクラ

ブ活動・委員会活動などに取り組んだ。さらに、生徒会活動を通して、他者と豊かな関係を育

むことができるよう、行事だけでなく、普段の学校生活の中で新しい試みを実践することがで

きた。生徒会新聞や学校用の facebook，Instagram を通して情報発信し、活動を展開するこ

とができた。また、生徒会が中心となり、募金活動やコンタクトレンズケース、フードバンク

への食品寄付を呼びかけ、回収・寄付したりするなど、学校内にとどまらず、他者との関わり

を深める取り組みを行うことができた。さらに、ウクライナ出身の講師の先生を応援するため、

全校で平和への想いを形にする活動を継続中である。

⑦ 「生徒支援」

2012 年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ、2013 年度以降は、中学・高校共に支

援を必要とする生徒が多くなり、プロジェクトが関わり、外部の助言なども受けながら、悩み

つつ熱心に取り組んだ。2021 年度も継続的に利用する生徒があり、ほっとルーム・カウンセ

ラーとの連携、保護者への支援、学習サポート等課題は多い。第 4回目の校内教職員研修会に

おいては、東京 YMCA 学院学院長の井口真先生から講演をうかがい、生徒一人一人の自己肯定

感を高める支援について学ぶことができた。引き続き専門家のご指導をいただき、研修会など

を通して全教職員が基本的な知識を身につけ学びつつ前進していく。

⑧ 中学校での教育

英語検定試験の結果から、全てのクラスにおいて英語コミュニケーション能力向上の成果が

見られた。理系科目強化のため、3 年生対象の理科特別課外授業を行った。自学自習力の向上

のためスクールステイを実施した。

◉ 英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

◉ 英語特別研修【2日間】（中 1 、中 2、中 3）

◉ 理科特別課外授業【不定期月曜日】 20 回実施

◉ スクールステイ【3日間】

⑨ 高等学校での教育

高校３年では類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基づ

き、それぞれの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。

◉ グローバルスタディーズクラス ３クラス

◉ スーパーサイエンスクラス 1クラス

⑩ 習熟度別授業

高校では国語と英語、高校１年では数学も習熟度を考慮してクラスター分けを行い、教育の

質的向上を図りながら指導を行った。

高校 2･3 年の国語・数学・英語は習熟度に応じてクラスを分け、教育の質的向上を図りなが

ら指導を行った。

◉ 高校国語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

◉ 高校英語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

◉ 高校数学：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割
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⑪ 教師の生徒理解・指導力等向上

学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

1） 校内研究会

年間テーマ『学習指導力向上』

◉ 第 1回『新聞を活用して「探求活動」を深め、「言語技術」を磨く』

山梨日日新聞社 長沼徹氏を講師に招き、新聞の構成や表現方法を学んだ。

◉ 第 2回『学校におけるコンプライアンス』

山梨中銀経営コンサルティング株式会社 岡本新一氏を講師に招き、校内だけで

はなく校外での言動や個人情報の扱いについて学んだ。

◉ 第 3回『高校生の評価について』

高校教育課 大須賀和浩氏を講師に招き、新しく導入される観点別評価について

理解を深めた。

◉ 第 4回『これからの授業改善』

早稲田大学教授 高橋あつ子氏を講師に招き、オンラインではあったが学習に困

難を抱える生徒への心構えや対応を学んだ。

◉ 第５回『一人一人に寄り添い，それぞれの賜物を生かすために』

東京 YMCA 高等学院学院長 井口真氏を講師に招き、学習に困難を抱える生徒に

どう対応しているのか、その現場での様子を学んだ。。

2） その他の校内研修

◉ 教科会 授業の分析・検討

◉ 校務分掌の部会及び職員会議

中学：外部学力試験結果の分析・検討

高校：模擬試験結果の分析・検討

共通テスト入試結果の分析・検討

3） 外部研修

◉ 山梨県高等学校教育課程研究集会情報部会

◉ ICT 活用指導力向上研修会Ⅰ「ICT 端末の活用について」

◉ 中北地区地域教育フォーラム

⑫ 授業評価、学校評価

様々な角度から評価・分析し、日々の授業・学校改善を行った。

⑬ 6ヶ年を見通した進路指導

6 ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし、進路についての目的意識を持たせ

るとともに、それを実現するための学力の定着・向上を図った。

1） 6 ヶ年を見通した進路指導を明確にするため、「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・

配布した。

2） 各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中 1：メイプルスクール、自由研究準備学習、学力推移調査、高 3合格体験談、Classi

スタートオリエンテーション

中 2：自由研究、職業学習、学力推移調査、高 3 合格体験談、Classi スタートオリエン

テーション

中 3：学力推移調査、職場体験、進学適性検査・学力確認テスト、Classi スタートオリ

エンテーション、スタディサプリ連動課題配信（週単位）

高 1：スタディーサポート、進学相談会（感染症予防対策のため中止）、Classi 勉強会、

大学模擬授業 2 回、大学公開講座参加、スタディサプリ連動課題配信（週単位）
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高 2：スタディーサポート、進学相談会（感染症予防対策のため中止）、大学模擬授業 2

回、小論文講座、一日看護師体験、一日リハビリテーション体験、大学公開講座

参加、スタディサプリ連動課題配信（週単位）

高 3：スタディーサポート、進学相談会（感染症予防対策のため中止）、小論文講座、面

接マナー講座（感染症予防対策のため中止）、大学入学共通テスト出願指導・自己

採点指導、大学公開講座参加

3） 学年ごとに親子進路学習会を開催し、学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

4） 長期休業期間及び土曜日を活用して、課外授業、補習授業等を行った

◉ 中学補習授業【夏季】：中 3年 4 日間

◉ 中学補習授業【冬季】：中 3年 4 日間

◉ 高校課外【夏季】：3 日間（高 1-25 名、高 2-4 名、高 3-11 名）

◉ 登校学習会【夏季】：3日間（高 1-101 名、高 2-83 名）

◉ PROG-H【7 月、9 月】：高 1年 1 日間（99 名）、高 2年 1 日間（81 名）

◉ Web 授業「スタディサプリ」：通年（中 3-70 名、高 1-102 名、高 2-84 名、高

3-29 名）

◉ 大学入学共通テスト試験対策演習【冬季】：2日（高 3-88 名）

◉ 小論文講座：高 3年 5 日間（57 名）、高 2 年 4 日間（35 名）

⑭ 生徒指導方針

今年度の指導方針「生徒に基本的生活習慣や、ルール、マナーを身につけさせ、生徒の自己

管理能力を高める」を踏まえ、次のとおり生徒指導を行った。

1） 登下校時の立門指導を通し、マナー・交通ルール等の指導を行った。

2） 生徒への声かけを積極的に行い、教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

3） 山梨英和大学心理学研究室と連携し、カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を充

実させた。

◉ カウンセラーの配置：毎週火曜日

◉ ほっとルーム担当の配置：毎週火曜日午後

◉ 大学院生の臨床心理実習：2名

⑮ 生徒会活動の活性化

活動を活性化するために積極的に外部との交流を実行した。

◉ 支援学校との交流：わかば支援学校との交流３回

学園祭での作品交流、オンラインによる代表者交流、全体交流（聖歌隊）

◉ ボランティア活動参加：赤い羽根共同募金、フードバンク協力、文具回収、書き損じはが

きの回収、未使用切手の回収、コンタクトレンズケース回収、配食など。

◉ 三校交歓会：姉妹校である静岡英和と東洋英和の生徒会同士の交流をオンラインで行っ

た。

◉ 他校との交流試合：体育局クラブでは他校との練習試合・交流試合を感染対策に気を付け

ながら行った。

⑯ 国際教育

重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏まえて、次の事業を計画し

たが、新型コロナウイルスの感染拡大により姉妹校とのペンパル交流のみ実施した。

1） 姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

・交換留学は派遣・受入ともに新型コロナウィルスのため中止

・梨花女子高校旅行団交流会・ホームステイ受け入れも中止

・ペンパル交流を実施
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2） 希望者カナダ研修（中学・高校）新型コロナウィルスのため中止

3） SDGs 研修 新型コロナウィルスのため中止

4） 姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクール旅行団交流会・

ホームステイ受け入れ 新型コロナウィルスのため中止

5） 姉妹校オーストラリア メントン・ガールズ・グラマースクールより約 1 か月の短期

留学生受入 新型コロナウィルスのため中止

◉ ペンパル交流を実施

6） 姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

SSH 研修プログラムに変わるプログラムの実施なし

⑰ クラブ活動や各種検定試験等

生徒の種々な力を伸ばすための具体的な支援を行った。

◉ 全国大会出場：聖歌隊、マンドリン部、自然科学部、囲碁同好会、スキー同好会

◉ 関東大会出場：聖歌隊、水泳部、自然科学部、バドミントン部、演劇部、囲碁同好会、

スキー同好会

◉ 英語検定：3回

【中学】2級４名、準 2 級１５名、3級３６名、4級３３名、5級２１名

【高校】準 1級４名、2 級１８名、準 2級４８名、3級１０名

◉ 数学検定：1回

【中学】3級１０名、4 級３名、5級５名

【高校】2級１名、準 2 級３名

◉漢字検定：3回

【中学】3級６名、4級４名、5級４名

【高校】準 2級５名、3 級２名

⑱ 生徒に身につけさせたい 3つの力

「つながる力」「伝える力」「みずから学ぶ力」を身に付けさせる取り組みを行っている。

生徒自身が主体的に学ぶ過程では、ICT 機器とこの 3つの力を身につけることは非常に相性

がよい。

（2） 教育関係の人事について

2021 年度から採用した教員は 2名（英語科教諭・国語科教諭）であり、校内での初任者研

修等をとおし、本校の教育理念の理解をはかるとともに、OJT や外部の研修への参加などに

より、生徒・保護者から信頼される人格を培うと同時に、教科指導のプロとして研鑽を積む機

会を設けた。一方、2021 年度で退職した教員は 3名（英語科教諭・外国人教師・養護教諭）

であるが採用を行わず、運営体制を見直すなどで対応することとする。また、2022 年度から

は習熟度別授業を導入するが、週当たり授業時数に関する内規に規定する時間数を遵守する

などして、適正人数で実施する。

事務職員については、山梨英和学院全体の人事構想に基づき対応する。

働き方改革に伴い、教員・職員ともに仕事の効率化を図り、本校の教育理念に沿った教育を

実践できるような体制づくりに向けて、人事配置計画の検討を継続する。

□ 生徒募集関係

中学入学生 70 人、高校入学生 120 人の募集人数を確保するため、新型コロナウイルス感染拡

大の中でも、入試行事ごとの工夫とさらなる募集活動に取り組んだが、中学・高校ともに定員を

満たすことができなかった。
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今年度は昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて、行事の持ち方や参

加人数を制限しだが、次年度も感染予防に努めながら工夫を凝らして実施したい。

中学入試では、募集定員 70 名に対し 52 名の入学者数にとどまった。

高校入試では、推薦入学者は 26 名（学業特待生 7名を含む）の優秀な生徒を確保できた。一

般入試出願者は 71 名とやや減少した。単願での入学者は 9名、公立高校などとの併願からの入

学者は 2名となった。昨年度から入試方法を変更し募集に力を入れた「海外帰国生」は 2名の入

学者を得た。高校入学者は、公立中学校などより 40 名と内部生 64 名の計 104 名という結果で

あった。

今年度も入試行事や説明会への参加者を募るため、小・中学校に対し山梨英和の教育への理解

を深めていただけるようアピールし、行事案内の協力を依頼した。新規の試みとして、甲府市教

育委員会を通して「英語体験講座」のチラシ配布を各小学校に依頼した。また、公民館にも配布

を依頼し申込の募集を行った。体験授業、入試説明会、スカラシップ対策講座、入試問題解説講

座などの対面で実施できた行事の他に、オンライン学校説明会やオンライン体験講座など、それ

ぞれの行事に工夫を凝らし参加者増加を図った。

① 活動の概要

1） 小学生・保護者対象のイベントを行った。

◉ 夏の英和デー（体験授業）

◉ スカラシップ対策講座（2日間）

◉ オンライン学校説明会

◉ 秋の英和デー（学校説明会）オンライン

◉ 中学入試問題解説講座

◉ 入試説明会 2回

◉ 個別入試相談会（のべ 30 日）

◉ 英語体験講座 2回 オンライン

2） 中学生・保護者対象のイベントを行った。

◉ 夏のオープンキャンパス体験授業

◉ オンライン学校説明会

◉ 秋のオープンキャンパス学校説明会

◉ 入試説明会 3回

◉ 個別入試相談会（のべ 28 日）

3） その他、次のイベントを行った。

◉ 小学校教師対象入試説明会

4） 全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い、受験指導に当た

る先生方への理解を求め、本校受験への協力を依頼した。

5） 今年度より国際教育アドバイザーを採用し、指導助言を受けつつ「海外帰国生」や「私

費外国人留学生」の拡充を図った。教育課程上でも、カリキュラムなどの受け入れ体制

を整備した。

6） 新聞広告を掲載し、本校教育に対する理解の場を設けた。

7） ホームページのニュースで入試行事の告知と申込を呼びかけた。ブログでは、入試行事

の内容を写真を使い広く広報した。

8） メディア広報プロジェクトを立ち上げて SNS（Facebook と Instagram）・掲示（「き

らり英和生」コーナー）等の活用による情報公開を推進し、本校へのより深い理解を得

られるようにした。
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9） 在校生保護者、同窓生、教会に PR 活動を依頼した。

小学生・中学生「紹介カード」による情報提供やポスター・チラシの掲示配布の協力、

同窓生・姉妹などの入学金減免の告知などご協力をいただいた。

□ 施設、設備関係

施設設備の点検・改修計画を行った。

① 施設の維持管理

1） 放送機器の整備

第１体育館・ダクラスホールの放送機器の整備を行った。

2） 教室の窓のクレセント入替

非構造部材の点検時にクレセントの不具合を確認したため１０教室のクレセントの入

替を行った。

3） 第２体育館の漏水箇所修理

大雨の降った後に漏水している箇所の修理を行った。

4） プールの循環関係の修繕

新型ウイルス感染症対策のため１年間実施していなかった水泳の授業のための整備を

行った。

② 新型ウイルス感染症対策

新型ウイルス感染症対策として、特別教室・図書館・チャペル・ウイントミュートホール・

ダグラスホール・職員室などに空気清浄機を導入した。

③ ＩＣＴ環境の整備

オンライン英会話などのオンライン授業を円滑に進めるためWifi 環境の整備を行った。

④ その他

消防点検の際に指摘のあった消防設備の不具合の修繕を行った。
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Ⅲ ⼭梨英和認定こども園（カートメル・ダグラス・プレストン）

□ 教育関係

(1) 重点事業

1 幼保連携型認定こども園における教育及び保育の基本(ア健康な心と体 イ自立心 ウ協働性

エ道徳性・規範意識の芽生え オ社会生活との関わり カ思考力の芽生え キ自然との関わり・

生命尊重 ク数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚 ケ言葉による伝え合い コ豊かな感

性と表現)をキリスト教保育の信仰理念に基づいて行うことで、建学の精神の実現をはかってき

た。

2 カートメル、ダグラス、プレストンの各こども園の連携、を密にするとともに、関係各所との連

携強化に努めてきた。またそれによって得られた事柄や情報を他の３園での活動にも生かせるよ

う努めた。

3 子どもたちが自然に親しみ、触れる機会を積極的に設けることで、知的好奇心や想像力、感受性

の涵養を目指してきた。新型コロナ感染拡大により多くの行事が中止、縮小になる中、登山やキ

ャンプ、その他の園外活動を通して、努力、忍耐、達成感、助け合いといった子どもたちの心の

成長を促すよう努めてきた。

4 子どもたちが様々な出会いを通してお互いを尊重し、いたわり、配慮する心をもてるよう努め

てきた。

5 研修の機会を設けて、保育教諭としての資質・技能・関心のより一層の向上をはかってきた。特

に障害を持つ子ども、「気になる子ども」のケアについて学び、教師のスキルアップを願い実践に

生かすよう努力してきた。

6 保護者を対象とした諸集会、諸活動を通して山梨英和学院幼保連携型こども園がめざすものの

提示と共有をはかってきた。

7 建学の精神の礎である聖書について、保護者が学ぶ機会を積極的に設けてきた。

8 保育部門と幼稚園部門において、勤労保護者の子女のを通して子育て支援の事業への積極的な

参与を行い、地域社会への奉仕の責任を果たした。

9 国、県が主催の子ども子育てにかかわる制度に前向きに対応すべく努めてきた。特に関連の研

修、子ども子育て会議には積極的に参加して情報の収集と課題の把握にあたった。

10 通信やホームページ、保育参加、各行事への保護者の参加を積極的に進めることにより子どもた

ちの生き生きとした姿を参観していただきこども園の教育、保育への理解をはかった。

(2) 新規および継続行事等

1 こども園での入園児の中には、多くの発達障害、またはそれが疑われる園児の割合が年々増加

してきている。その対応として、園内のケース会議を子どもごとに開くことによって、それぞれ

の子どもに対して適切な指導ができるよう努めた。また課題を抱えた保護者も多く、園に所属す

るカウンセラーとの面談の設定、情報の共有などに努めた。

2 働いている保護者が多くなる中、参加しやすい園行事、保育のありようを模索してきた。

3 各園で、共生教育の会、保護者会などが中心に委員会活動、バザーなどを開催し、保護者相互の

交流を通して、園の運営に貢献していただいた。

4 今年度は、地域との交流、高齢者の方々との交流が十分できなかった。

5 卒園生の集える場を設けることができた。
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(3) 教育関係人事

1 子どもたち一人一人を大切にできる、きめ細やかな教育・保育を適切に行える人的配置を心掛

けてきた。特に、子どもの発達や障害を持つ子ども、「気になる子ども」へのケアは英和こども園

に期待されることの大きな点であることを勘案して、適切な職員配置をめざしてきた。

2 こども園の 7：30～19：00 までの保育時間、土曜日の保育などに対応するための十分な人員

確保と適切なシフト制の確立が大きな課題である。

3 各園とも多くの職員が在籍し、教育保育にあたっているが、キリスト教保育の理解の一層の推

進が大切な課題である。英和こども園の良き伝統を守りつつも、新しい時代に対応した、保育の

質の一層の向上をはかるうえで、職員間のコミュニケーションと連帯感、同僚性の確保が大きな

課題となった。

4 過重な労働環境とならないよう、適切な人員確保と行事の精選と準備の在り方は毎年見直して

いくべき課題である。

□ 園児募集

1 山梨英和こども園の存在と使命、その特色と伝統をさらに広く周知するための工夫が求められ

ていることを踏まえ、ホームページの更新、YouTube、ズーム配信など新しい広報活動を今後考

えていきたい。

2 花の日礼拝、収穫感謝祭などを通して、地域との関係をより緊密にすることでこども園の働き

を知ってもらうことの重要性を感じた。

3 男女共同参画社会推進により、女性の社会進出が進む中、こども園での保育、預かりの需要は今

後しばらくは続くことが予想される。より良い保育により保護者の信頼確保に努めることは今後

も最重要の課題として考えていきたい。

【今後の(中長期的な)計画】

1 園内ネットワーク環境の充実、保育記録、指導要録等の電子化、パソコンの増設等、ICT 化の

推進は、喫緊の課題である。

2 幼保連携型認定こども園における教育及び保育の目標をきちんと理解し、建学の精神を大切に

考え、常にキリスト教保育に基づいた教育保育の推進に努めることが肝要である。また、研究と

実践、研修を通して保育教諭としての資質向上に努めていく必要がある。

□ 施設、設備関係

1 カートメルことも園、ダグラスこども園については、ちく 35 年以上が経過し、建物には多くの

クラックが入り、雨漏りがするなど老朽化が著しい。そこで、できるだけ早い段階での新園舎の

建設が必要である。

2 カートメルこども園、ダグラスこども園はもともと幼稚園だった施設に間に合わせで保育施設

を作ったため、保育にあたっては十分な設備が整っていないため、衛生上、安全上の問題が多く、

新園舎建設にあたっては保育設備の充実を図る必要がある。
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Ⅳ 法人本部

□ はじめに

コロナ禍の下、２年目となった 2021 年度は、感染予防対策の徹底と感染者および濃厚接触者発

生時への適切な対応が求められ、昨年に引き続いて様々な制限と不自由を強いられた1年となった。

しかし、コロナ対策として文科省が推奨したコロナワクチンの学校法人での 18 歳以上の職域接

種を山梨大学の全面的な協力によって実施した。各部門の感染予防対策の徹底とワクチン接種の効

果もあって、幸いにして 1年間を通じて学院内での感染者と濃厚接触者の発生は僅かな人数に留ま

った。

法人本部は、ワクチン接種等での業務の増加はあったものの、経常業務、法人主催の事業、行事

の実施については一部の対外的な行事を除いてその殆どを実施できた。

□ 基本方針

法人本部の基本方針としては、学校法人の事務局としての業務を適正かつ効率的に遂行し、経常

的な事業・行事を実施すると共に、限られた人的・物的資源の中で、２０２１年度において最重要

となる以下の３課題への対応を行うことを掲げ、これを計画どおり実施した。

１．中長期経営計画に掲げた施策の実施

２．長期ビジョンの再構築と次期中長期経営計画の策定着手

３．遊休資産活用策の具体的対応の検討

□ 事業の実績

1. 中長期経営計画の進捗状況

（1） 「学院全体の建学理念の浸透」

「教職員修養会」と「教職員クリスマス礼拝」を開催したが、双方は学院教職員が一堂に会

してキリスト教に基づく教育理念を確認する機会であり、これによって 2021 年度も建学理

念の浸透を図った。

（2） 「学院全体のガバナンス（統治）体制の確立」

私立大学連盟ガバナンス・コードへの遵守状況の点検を行い、遵守不十分な点の確認を行

った。

（3） 「教育環境の整備計画の調整」「遊休資産活用の具体的対応の検討」「小学校新設の検討」

旧高校校舎・跡地について、理事会からの委嘱により常務理事会が小学校設置構想（案）

を策定し理事会へ上程した。

2. 長期ビジョンの再構築と次期中長期経営計画の策定着手

「小学校設置構想（案）」の検討を通じて、次期中長期経営計画の基礎となる長期ビジョンと

して、「キリスト教信仰に基づく一環教育の完成」を描いたが、本案はこの度は断念せざるを得

なくなったため、長期ビジョンの再考が必要となった。このため、経営計画委員会からの発案に

より、現中長期経営計画の１年延長、長期ビジョンと次期中長期経営計画の検討期間の１年延長、

次期中長期経営計画開始の１年延期を理事会で承認した。
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3. 遊休資産活用の具体的対応の検討

中高からの要請と中長期経営計画の「教育環境の整備計画の調整」「小学校新設の検討」から

発し「旧高校校舎活用検討会議」から提案のあった「小学校設置構想」を常務理事会が取り纏め

て理事会へ上程した。これは、マーケットリサーチ、財務シミュレーション等を実施し、説明会

を開催して、教職員と同窓会の意見を聞き取った上での設置構想（案）であったが、この度は諸

条件が整わずに見送ることとなった。

4. 法人本部が担当する事業・行事

（1） 役員会、役員等に関わる事項

① 理事・評議員の選任

井田昌之理事・評議員の辞任に伴い、2022 年 3 月 18 日（金）に開催した３月定期理事

会において、森 和博氏を理事・評議員に選任した。

（任期 2022 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日まで（残任期間）

② 理事会の開催

理事会を 6回（5 月/7 月/9 月/11 月/1 月/3 月）開催した。

③ 評議員会の開催

評議員会を４回（５月/９月/１月臨時/３月）開催した。

④ 常務理事会の開催

常務理事会を１３回（４月/５月/６月/６月臨時/７月/９月/10 月/11 月/12 月/1 月

/2 月 /2 月臨時/3 月）開催した。

⑤ 理事・監事懇談会の開催

理事・監事により７月定期理事会の開催前に「小学校設置構想（案）」についての意見交換

のための懇談会を開催した。

（2） その他定例事業・行事等

① 教職員修養会

５月 29 日（土）中高グリンバンクチャペルにおいて会場参加とオンライン参加のハイブ

リッド方式により 2年振りに開催した。

主題「新たな可能性を望み見る」

礼拝説教「見よう、新しいことを、歩もう、新しい道を」（洪伊杓大学宗教主任）

講演「英和の教育共同体が目指す＜神の像＞としての＜人間像＞」（朴憲郁院長・学長）

② 2021 度(第 18 回)三英和懇談会

山梨英和学院が幹事校であったが、コロナ禍により東洋英和、静岡英和と協議のうえ昨年

度に引き続き中止とした。

③ 2021 年度キリスト教教育懇談会

コロナ禍により日本基督教団東海教区山梨分区牧師会との合意により中止とした。

④ 山梨英和学院維持協力会

・維持協力会役員会を 2021 年 12 月 17 日（金）に開催し、2022 年度事業計画及び

2021 年度会計報告等について審議決定した。

・2021 年 7 月１日に「山梨英和学院維持協力会報第１６号」を発行し会員に配布する等、

会員募集を行った結果、545 万円収納した。

⑤ 情報公開

2020 年度の「事業報告書」「決算書」（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支

計算書)「財産目録」「監事による監査報告書」「寄附行為」「役員・評議員名簿」「役員報酬等

に関する規程」をホームページに公開した。また、私立大学連盟ガバナンス・コードの点検

結果を大学ホームページへ公開した。
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⑥ 教職員健康診断

2021 年 5 月 12 日（月）に大学・こども園・法人本部の教職員、５月 25 日（月）に、中

高教職員の健康診断を実施した。

⑦ ストレス・チェック

労働安全衛生法に基づくストレス・チェックを５月下旬～６月７日、法定義務者を対象に

実施した。

⑧ 広報誌「メイプルニュ―ス」の発行

2021 年７月１日「メイプルニュ―ス」第 62 号を発行し、関係者、関係機関等に配布し

た。

⑨ コロナ感染症ワクチン職域接種

山梨大学の協力によりコロナ感染症ワクチンの職域接種を、2021 年７月３日（第１回）、

31 日（第２回）、2022 年２月 26 日（第３回）、接種を希望する大学生、教職員、教職員の

家族に対して実施した。

⑩ 教職員クリスマス礼拝

2021 年 12 月４日（土）、中高グリンバンクチャペルにおいて、山上清之牧師（山梨英和

学院理事）による「あなたの為のクリスマス」と題した説教により教職員クリスマス礼拝を

行った。

⑪ 職員新年礼拝

2022 年１月５日（月）、大学グリンバンクホールにおいて、朴憲郁院長・学長による「信

仰による出で立ち」と題した説教により職員新年礼拝を行った。

⑫ 長野 彌(元理事長)記念奨学金の授与

2022 年１月 24 日（月）に山梨英和大学大会議室において、勉学の支援と有為な人材の

育成を目的として長野彌記念奨学金の学業奨励奨学金２名（高校・大学各１名）の授与式を

行った。

⑬ 2021 年度永年勤続者表彰式挙行

2022 年３月 31 日（木）に永年勤続者に対して表彰状及び記念品を授与した。



Ⅲ 財務の概要

１ 2021年度決算の概況

① 資⾦収⽀計算書〔2021年4⽉1⽇〜2022年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 1,067,114 1,060,800 6,314

手数料収入 16,966 14,059 2,907

寄附金収入 33,995 35,956 △ 1,961

補助金収入 733,493 747,678 △ 14,185

資産売却収入 0 47 △ 47

付随事業･収益事業収入 10,206 10,302 △ 96

受取利息･配当金収入 6,320 6,475 △ 155

雑収入 33,355 34,907 △ 1,552

前受金収入 137,597 131,783 5,814

その他の収入 489,238 517,231 △ 27,993

資金収入調整勘定 △ 183,359 △ 202,790 19,431

当年度資金収入合計 2,344,925 2,356,448 △ 11,523

前年度繰越支払資金 1,997,182 1,997,182 0

収入の部合計 4,342,107 4,353,630 △ 11,523

人件費支出 1,212,227 1,182,977 29,250

教育研究経費支出 353,991 333,472 20,519

管理経費支出 129,922 123,389 6,533

施設関係支出 32,914 1,325 31,589

設備関係支出 12,702 9,954 2,748

資産運用支出 126,773 176,888 △ 50,115

その他の支出 475,742 474,798 944

資金支出調整勘定 △ 55,391 △ 61,558 6,167

当年度資金支出合計 2,288,880 2,241,245 47,635

翌年度繰越支払資金 2,053,227 2,112,385 △ 59,158

支出の部合計 4,342,107 4,353,630 △ 11,523

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

特定資産増減 115,897 165,031 △ 49,134

現金預金（支払資金）増減 56,045 115,203 △59,158

計 171,942 280,234 △108,292

《2021年度決算の概況》

予算に対して、収入の部は補助金収入が14,185千円、その他の収入が27,993千円増加、支出の部は人件費支出
が29,250千円、教育研究経費支出が20,519千円、施設関係支出が31,589千円減少、資産運用支出が50,115千円
増加したことなどにより、翌年度繰越支払資金は115,203千円増加し2,112,385千円となりました。

大学：3,542千円増（国庫補助金） 中高：8,514千円増

（地方公共団体補助金） カートメル：1,659千円増（地方公

共団体補助金）

資金収支計算書は家計簿のように現金預金の出入りを集計した計算書で、当該会計年度の諸活動に対する全ての収入

と支出を明らかにして、支払資金の顛末を明らかにするものです。この計算書の特徴は収入と支出を全て現金預金で行

われたものとして表示し、実際には当該年度の現金預金の収支ではない期末未収入金、前期末前受金、期末未払金など

を資金収支の調整勘定として差引調整計算することで期末現金預金残高を翌年度繰越支払資金として表示するところに

特徴があります。

大学：消耗品費1,593千円減、旅費交通費1,650千円減、

修繕費1,851千円減、報酬委託手数料2,387千円減 中

高：消耗品費1,443千円減、旅費交通費1,387千円減、報

酬委託手数料1,511千円減 カートメル：食事費1,212千円

減 プレストン：修繕費1,667千円減

大学：建物32,358千円減 中高：建物1,604千円減

特定資産期末在高：2,257,435千円

本部：26,793千円増（預り金)

大学：教員2,988千円減、職員5,195千円減 中高：教員

11,856千円減 カートメル：教員2,994千円減 ダグラス：教

員1,787千円減 プレストン：教員2,919千円減

本部：退職給与9,945千円増 カートメル：減価償却20,000

千円増 ダグラス：減価償却10,000千円増 プレストン：減

価償却15,000千円増
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2021年4⽉1⽇〜2022年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
決算

学生生徒等納付金収入 1,060,800
手数料収入 14,059
特別寄附金収入 11,982
一般寄附金収入 6,279
経常費等補助金収入 746,877
付随事業収入 10,302
雑収入 34,194
教育活動資金収入計 1,884,493
人件費支出 1,182,976
教育研究経費支出 333,472
管理経費支出 123,021
教育活動資金支出計 1,639,469

245,024
24,314

269,338
金 額

施設設備寄付金収入 17,695
施設設備補助金収入 801
施設整備等活動資金収入計 18,496
施設関係支出 1,325
設備関係支出 9,954
施設設備等引当特定資産繰入支出 3
施設整備等活動資金支出計 11,282

7,214
0

7,214
276,552

金 額
47

11,857
預り金受入収入 428,434
その他の収入 3,596

443,934
受取利息・配当金収入他 6,475
過年度修正収入 713
その他の活動資金収入計 451,122
特定資産繰入支出 176,885
預り金支払支出 429,307

5,910
612,102

過年度修正支出 369
その他の活動資金支出計 612,471

差引 △ 161,349
調整勘定等 0
その他の活動資金収支差額 △ 161,349

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 115,203
前年度繰越支払資金 1,997,182
翌年度繰越支払資金 2,112,385
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

区分 科 目

《2021年度決算の概況》

区分

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科 目

収

入

支

出

差引
調整勘定等
教育活動資金収支差額

教育活動資金収支は269,338千円、施設設備等活動資金収支は7,214千円の収入超過となり、その他の活動資
金収支は161,349千円の支出超過となりました。その結果、翌年度繰越支払資金は115,203千円増加して
2,112,385千円となりました。

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収

入

特定資産取崩収入

小計

小計

支

出

その他の支出

有価証券売却収入
区分 科 目

調整勘定等

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支
出

施設整備等活動資金収支差額
小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

収
入

差引

企業会計におけるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書に相当する計算書で、資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」及び「そ

の他の活動」の3つの活動に区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにすることを目的としたものです。文部科学省公表

の財務分析では、「教育活動」である程度のプラスが出ないと、施設整備等に資金を回すことができず、借入金の返済も

できないとして、「教育活動」でどのくらいキャッシュが生み出せているかが重要とされています。

「教育活動」区分は、学校法人の本業で

ある教育研究活動による収支状況を示し

ています。

「施設整備等活動」区分は、施設・設備の

取得状況及びその財源、引当特定資産

への繰入状況等を把握することができま

す。

「その他の活動」区分は、主に資金調達・

資金運用などの財務活動を表し、元本及

び利息等の動向を把握することができま

す。

教育活動資金収支差額は、269,338千円

の収入超過となっており、本業に於ける資

金確保は良好な状況であると思われます。
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③ 事業活動収⽀計算書〔2021年4⽉1⽇〜2022年3⽉31⽇〕

（単位：千円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 1,067,114 1,060,800 6,314

手数料 16,966 14,059 2,907

寄附金 18,292 19,575 △ 1,283

経常費等補助金 733,493 746,877 △ 13,384

付随事業収入 10,206 10,302 △ 96

雑収入 33,002 34,195 △ 1,193

教育活動収入計 1,879,073 1,885,808 △ 6,735

人件費 1,222,365 1,192,922 29,443

教育研究経費 504,142 483,688 20,454

管理経費 164,418 157,606 6,812

徴収不能額等 0 201 △ 201

教育活動支出計 1,890,925 1,834,417 56,508

教育活動収支差額 △ 11,852 51,391 △ 63,243

受取利息・配当金 6,320 6,475 △ 155

教育活動外収入計 6,320 6,475 △ 155

借入金等利息 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

教育活動外収支差額 6,320 6,475 △ 155

経常収支差額 △ 5,532 57,866 △ 63,398

有価証券売却差額 0 47 △ 47

施設設備寄附金 16,700 17,695 △ 995

現物寄附 433 778 △ 345

施設設備補助金 0 801 △ 801

その他の特別収入 353 713 △ 360

特別収入計 17,486 20,034 △ 2,548

資産処分差額 1,681 2,570 △ 889

その他の特別支出 983 1,351 △ 368

特別支出計 2,664 3,921 △ 1,257

特別収支差額 14,822 16,113 △ 1,291

9,290 73,979 △ 64,689

△ 33,752 △ 5,494 △ 28,258

△ 24,462 68,485 △ 92,947

△ 1,913,588 △ 1,913,588 0

0 3,145 △ 3,145

△ 1,938,050 △ 1,841,958 △ 96,092

（参考）

事業活動収入計 1,902,879 1,912,317 △ 9,438

事業活動支出計 1,893,589 1,838,338 55,251

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

翌年度繰越収支差額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

当年度収支は、予算に対し92,947千円改善し、68,485千円の収入超過に転じました。これは主に、経常費等補助
金の増加と人件費及び教育研究経費の減少に伴い教育活動収支が63,243千円改善したことと基本金組入額が
28,258千円減少したことによるものです。

《2021年度決算の概況》

区分

事業活動収支計算書は企業会計における「損益計算書」に相当する計算書で、当該会計年度の事業活動収入及び事

業活動支出の内容と基本金組入後の収支均衡の状態を明らかにする計算書です。この計算書で用いられる「事業活動

収入」とは学校法人の負債とならない収入であり、「事業活動支出」は実際に現金預金の支出を伴わない減価償却額や

退職給与引当金繰入額などを含めた金額となります。

教育活動収支は、経常的な収支のうち、
学校法人の本業である教育研究活動に関

する区分です。

特別収支は、一時的に発生した臨時的な

収支に関する区分です。

教育活動外収支は、経常的な収支のうち、

財務活動に関する区分です。

教育活動収支は、経常費等補助金が

13,384千円増加、人件費が29,443千円、教

育研究経費が20,454千円減少したことによ

り、予算に対して63,243千円改善し、51,391

千円の収入超過となりました。

教育活動収支、特別収支が予算に対して

改善したことにより、基本金組入前当年度

収支差額は64,689千円改善し、73,979千

円の収入超過に転じました。

（参考）キャッシュベース収支差額：

257,487千円＝73,979＋183,508（減価償

却額）

（教育研究経費）減価償却額：149,008千円

（管理経費）減価償却額： 34,500千円
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④ 貸借対照表〔2022年3⽉31⽇〕

（単位：千円）
本年度末 前年度末 増 減
10,474,641 10,486,387 △11,746

土地 3,118,134 3,118,134 0
建物 4,006,356 4,144,944 △138,588
構築物 176,390 187,616 △11,226
教育研究用機器備品 221,367 243,413 △22,046
管理用機器備品 11,320 12,602 △1,282
図書 638,140 637,877 263
車両 6,166 7,500 △1,334

計 8,177,873 8,352,086 △174,213
退職給与引当特定資産 264,493 254,548 9,945
減価償却引当特定資産 680,480 529,537 150,943
施設設備引当特定資産 149,573 149,570 3
将来計画引当特定資産 561,410 561,399 11
経常費引当特定資産 405,384 405,376 8
奨学金引当特定資産 120,643 121,631 △988
その他の特定資産 75,452 70,343 5,109

計 2,257,435 2,092,404 165,031
有価証券 6,141 6,141 0
出資金 11,691 11,691 0
奨学貸付金 2,155 3,064 △909
長期前払金 12,820 14,668 △1,848
その他 6,526 6,333 193

計 39,333 41,897 △2,564
2,178,182 2,098,424 79,758

現金預金 2,112,385 1,997,182 115,203
未収入金 55,218 74,529 △19,311
前払金 9,857 25,538 △15,681
その他の流動資産 722 1,175 △453

12,652,823 12,584,811 68,012

264,493 254,548 9,945
退職給与引当金 264,493 254,548 9,945

221,022 236,934 △15,912
未払金 36,580 34,794 1,786
前受金 131,783 147,573 △15,790
その他の流動負債 52,659 54,567 △1,908

485,515 491,482 △5,967

14,009,265 14,006,917 2,348
第１号基本金 13,876,265 13,873,917 2,348
第４号基本金 133,000 133,000 0

△1,841,957 △1,913,588 71,631
翌年度繰越収支差額 △1,841,957 △1,913,588 71,631

12,167,308 12,093,329 73,979

12,652,823 12,584,811 68,012
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

2021年度末の資産総額は68,012千円増加して12,652,823千円となりました。一方、負債は5,967千円減少し、
485,515千円となりました。長期的に財政状態が安定しているかを測る指標の「純資産構成比率（数値が高い
ほど、必要な資産を自力で調達していることを表し、財政的に安定していることを示す。）」は96.2%と高水準にあ
り、健全性が確保できていると思われます。

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

《2021年度決算の概況》

科 目
固定資産

有
形
固
定
資
産

流動資産

特
定
資
産

そ
の
他

固定負債

流動負債

基本金

繰越収支差額

資産の部合計

負債の部合計

貸借対照表は当該会計年度末における学校法人の財政状態を明らかにすることを目的としたものです。資産の部

は土地や建物などの有形固定資産、退職給与引当特定資産などの特定資産、現金預金などの流動資産など、資金

の運用形態を表し、負債の部及び純資産の部は、長期借入金などの固定負債、基本金など、資産の調達源泉を表

しています。

大学：25,932千円増 中高：30,000

千円増 カートメル：50,000千円増

ダグラス：10,000千円増 プレスト

ン：35,000千円増

大学：学生用PC16,705千円減
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2 決算その他

① 有価証券の状況〔2022年3⽉31⽇〕 （単位：円）

② 寄附⾦の状況〔2021年4⽉1⽇〜2022年3⽉31⽇〕 （単位：円）

③ 補助⾦の状況〔2021年4⽉1⽇〜2022年3⽉31⽇〕 （単位：円）

④ 借⼊⾦、学校債、収益事業の状況

該当なし

⑤ 関連当事者との取引状況

記載すべき事項なし

⑥ その他

記載すべき事項なし

特定資産

個人 30,000
130周年記念事業
教育振興資金

後援会

保護者

42,300
153,300

△ 3,548,680

摘 要
5,454,000

特定資産
特定資産

3,628,000

△ 210,000 特定資産

2,820,000 指定寄附金

特定資産

470,000 特定資産

△ 815,000 特定資産

109,961,830 △ 38,170 特定資産

99,120,000 △ 880,000 特定資産

94,318,000 △ 5,682,000

金 額

現物寄附 大学 個人・団体
中学校・高等学校 個人・団体
こども園 個人・団体

摘 要

個人・団体

1,310,914
61,111

地方公共団体補助金（その他） 2,655,800

国庫補助金

補助金の種類 部門等

801,000
地方公共団体補助金（運営費） 233,872,782

地方公共団体補助金（その他） 199,339

大学

中学校・高等学校

747,678,268計
施設型給付費 354,630,780
地方公共団体補助金（その他） 24,757,567

こども園地方公共団体補助金（運営費） 2,580,000

719,387
38,047,396

4,624,000
1,655,000

国庫補助金（その他）

中学校・高等学校

41,106,000
国庫補助金（経常費） 87,075,000

計

PTA

特定資産

99,090,000

一般寄附金 大学 後援会

中学校・高等学校

特別寄附金 維持協力会 個人・団体
大学 同窓会

130,000 特定資産

50,000

17,694,984

70,000

434,100

有価証券5,756,790

寄附金の種類 部門等 寄附者 金 額

特定資産
99,800,000

100,000,000
100,234,100住宅金融支援機構第198回

100,000,000

1,915,845,576

100,042,300
100,153,300

1,912,296,896

摘 要帳簿価額 評価額 該当科目
6,140,576

200,000,000
11,897,366

201,360,000
29,522株

評価損益

1,360,000

300,000,000 0 特定資産

△ 1,550,000 特定資産
△ 560,000 特定資産

97,770,000 △ 2,230,000 特定資産

第19回パナソニック社債 99,905,000

日本生命第1回無担保社債 110,000,000

区分
株式
公債

金融商品名

山梨県公募公債10年債
東京電力

大和証券グループ第37回 100,000,000

住宅金融支援機構第237回
住宅金融支援機構第238回

計

社債 大和証券グループ第34回 100,000,000 100,130,000

第18回NTTファイナンス社債 100,000,000 99,790,000

かんぽ生命第2回無担保社債 100,000,000 100,070,000

大和証券グループ第35回 100,000,000 100,470,000

98,450,000
Zホールディング7年債 100,000,000 99,440,000
楽天グループ無担保社債 100,000,000

金銭信託

明治安田生命無担保社債 100,000,000

モバイルZ合同金信 300,000,000
クレディ・スイス円建コーラブル債 100,000,000
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3 経年⽐較、経営状況の分析

① 資⾦収⽀計算書〔2017〜2021年度〕

《資⾦収⽀の推移》

（単位：千円）

科 目 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

学生生徒等納付金収入 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125 1,060,800

手数料収入 13,966 16,065 17,525 17,156 14,059

寄附金収入 35,328 39,091 47,981 35,317 35,956

補助金収入 631,112 641,057 709,073 738,785 747,678

資産売却収入 95,894 756 0 87,460 47

付随事業・収益事業収入 24,472 21,577 12,743 7,326 10,302

受取利息・配当金収入 678 2,094 3,126 3,766 6,475

雑収入 61,383 78,951 75,273 53,133 34,907

前受金収入 139,746 154,631 138,274 147,572 131,783

その他の収入 532,944 499,322 992,130 599,148 517,231

資金収入調整勘定 △ 184,009 △ 213,768 △ 254,226 △ 212,601 △ 202,790

当年度資金収入合計 2,391,174 2,233,832 2,759,118 2,446,187 2,356,448

前年度繰越支払資金 1,576,155 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182

収入の部合計 3,967,329 3,967,793 4,554,437 4,289,620 4,353,630

人件費支出 1,164,217 1,154,936 1,189,228 1,201,861 1,182,977

教育研究経費支出 318,020 306,038 368,903 339,802 333,472

管理経費支出 101,957 109,322 116,211 123,709 123,389

借入金等利息支出 462 291 122 0 0

借入金等返済支出 34,074 34,074 33,676 0 0

施設関係支出 16,460 15,053 392,527 10,666 1,325

設備関係支出 8,321 8,494 111,818 31,747 9,954

資産運用支出 137,887 129,566 73,341 96,652 176,888

その他の支出 504,665 475,219 489,170 528,710 474,798

資金支出調整勘定 △ 52,695 △ 60,519 △ 63,992 △ 40,709 △ 61,558

当年度資金支出合計 2,233,368 2,172,474 2,711,004 2,292,438 2,241,245

翌年度繰越支払資金 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182 2,112,385

支出の部合計 3,967,329 3,967,793 4,554,437 4,289,620 4,353,630

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

収入では、減少傾向で推移していた学生生徒納付金収入が増加に転じ、補助金収入は堅調に推移していま
す。支出では、人件費支出はほぼ同水準、教育研究経費支出は僅かながら減少傾向で推移しています。翌年
度繰越支払資金は順調に増加しています。

2,391,174
2,233,832

2,759,118

2,446,187 2,356,448
2,233,368 2,172,474

2,711,004

2,292,438 2,241,245

1,733,961 1,795,319 1,843,433
1,997,182 2,112,385

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

資金収支の推移

当年度資金収入合計 当年度資金支出合計 次年度繰越支払資金
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② 活動区分資⾦収⽀計算書〔2017〜2021年度〕

（単位：千円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

学生生徒等納付金収入 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125 1,060,800

手数料収入 13,966 16,065 17,525 17,157 14,059

特別寄附金収入 29,292 18,046 11,377 14,223 11,982

一般寄附金収入 5,536 5,319 5,648 5,745 6,279

経常費等補助金収入 621,560 638,610 700,592 735,257 746,877

付随事業収入 24,472 21,577 12,743 7,326 10,302

雑収入 61,383 78,853 75,267 53,091 34,194

教育活動資金収入計 1,795,869 1,772,526 1,840,371 1,801,924 1,884,493

人件費支出 1,164,217 1,154,936 1,189,228 1,201,861 1,182,976

教育研究経費支出 318,020 306,038 368,903 339,802 333,472

管理経費支出 101,950 109,320 116,211 123,709 123,021

教育活動資金支出計 1,584,187 1,570,294 1,674,342 1,665,372 1,639,469

211,682 202,232 166,029 136,552 245,024

14,978 811 △ 7,747 12,657 24,314

226,660 203,043 158,282 149,209 269,338

施設設備寄附金収入 500 15,726 30,957 15,349 17,695

施設設備補助金収入 9,552 2,447 8,481 3,527 801

施設設備売却収入 0 756 0 715 0

特定資産取崩収入 0 1,998 404,652 7,320 0

施設整備等活動資金収入計 10,052 20,927 444,090 26,911 18,496

施設関係支出 16,460 15,053 392,527 10,666 1,325

設備関係支出 8,322 8,494 111,818 31,747 9,954

特定資産繰入支出 20,823 575 625 0 3

施設整備等活動資金支出計 45,605 24,122 504,970 42,413 11,282

△ 35,553 △ 3,195 △ 60,880 △ 15,502 7,214

2,728 7,075 △ 3,378 5,704 0

△ 32,825 3,880 △ 64,258 △ 9,798 7,214

193,835 206,923 94,024 139,411 276,552

有価証券売却収入 95,894 0 0 86,745 47

22,398 15,525 47,012 19,912 11,857

預り金受入収入 424,713 410,354 461,686 453,209 428,434

その他 6,118 5,017 4,847 19,032 3,596

549,123 430,896 513,545 578,898 443,934

受取利息・配当金収入他 678 2,193 3,132 3,808 7,188

その他の活動資金収入計 549,801 433,089 516,677 582,706 451,122

借入金等返済支出 34,074 34,074 33,676 0 0

特定資産繰入支出 117,064 128,991 72,716 96,652 176,885

429,279 411,145 436,680 453,408 429,307

その他 4,955 4,159 18,444 18,308 5,910

585,372 578,369 561,516 568,368 612,102

借入金等利息支出他 469 293 122 0 369

その他の活動資金支出計 585,841 578,662 561,638 568,368 612,471

差引 △ 36,040 △ 145,573 △ 44,961 14,338 △ 161,349

調整勘定等 9 8 △ 949 0 0

その他の活動資金収支差額 △ 36,030 △ 145,565 △ 45,910 14,338 △ 161,349

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） 157,805 61,358 48,114 153,749 115,203

前年度繰越支払資金 1,576,156 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182

翌年度繰越支払資金 1,733,961 1,795,319 1,843,433 1,997,182 2,112,385

（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。
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支

出

預り金支払支出

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

小計

小計

科 目
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③ 事業活動収⽀計算書〔2017〜2021年度〕

（単位：千円）

科 目 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
学生生徒等納付金 1,039,660 994,056 1,017,219 969,125 1,060,800
手数料 13,966 16,065 17,525 17,156 14,059
寄附金 35,421 24,604 17,709 21,962 19,575
経常費等補助金 621,560 638,610 700,592 735,257 746,877
付随事業収入 24,472 21,577 12,743 7,326 10,302
雑収入 62,087 80,272 76,325 57,660 34,195
教育活動収入計 1,797,166 1,775,184 1,842,113 1,808,486 1,885,808
人件費 1,159,890 1,147,429 1,183,584 1,198,578 1,192,922
教育研究経費 465,747 453,424 513,836 493,512 483,688
管理経費 115,270 121,782 130,047 158,566 157,606
徴収不能額等 0 110 201 412 201
教育活動支出計 1,740,907 1,722,745 1,827,668 1,851,068 1,834,417
教育活動収支差額 56,259 52,439 14,445 △ 42,582 51,391
受取利息・配当金 678 2,094 3,126 3,766 6,475
教育活動外収入計 678 2,094 3,126 3,766 6,475
借入金等利息 462 291 122 0 0
教育活動外支出計 462 291 122 0 0
教育活動外収支差額 216 1,803 3,004 3,766 6,475
経常収支差額 56,475 54,242 17,449 △ 38,816 57,866
資産売却差額 57,124 289 0 859 47
その他の特別収入 13,639 20,345 76,081 20,299 19,987
特別収入計 70,763 20,634 76,081 21,158 20,034
資産処分差額 3,862 4,135 17,748 4,618 2,570
その他の特別支出 7 2 0 302 1,351
特別支出計 3,869 4,137 17,748 4,920 3,921
特別収支差額 66,894 16,497 58,333 16,238 16,113

123,369 70,739 75,782 △ 22,578 73,979
△ 49,643 △ 36,883 △ 545,874 △ 17,432 △ 5,494

73,726 33,856 △ 470,092 △ 40,010 68,485
△ 1,520,612 △ 1,446,132 △ 1,408,308 △ 1,878,400 △ 1,913,588

753 3,968 0 4,825 3,145
△ 1,446,132 △ 1,408,308 △ 1,878,400 △ 1,913,585 △ 1,841,958

（参考）
事業活動収入計 1,868,607 1,797,912 1,921,320 1,833,410 1,912,317
事業活動支出計 1,745,238 1,727,173 1,845,538 1,855,988 1,838,338
（注）金額は科目ごとに四捨五入しているため、合計額と差異が生じる場合があります。

翌年度繰越収支差額

特
別
収
支

収
入

支
出

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額

収
入

支
出

教
育
活
動
収
支

収
入

《事業活動収支の推移》

事業活動収入は概ね19億円前後で推移しています。また、事業活動支出は、18億円前後で推移していま
す。減少傾向にあった基本金組入前当年度収支差額は、2021年度は収入超過に転じました。

支
出

区分

教
育
活
動
外
収
支

1,868,607 1,797,912
1,921,320 1,833,410 1,912,317

1,745,238 1,727,173
1,845,538 1,855,988 1,838,338

123,369 70,739 75,782 △ 22,578 73,979

-100000

900000

1900000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

事業活動収支の推移

事業活動収入 事業活動支出 基本金組入前当年度収支差額
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④ 貸借対照表〔2017〜2021年度〕

（単位：千円）

2017年度末 2018年度末 2019年度末 2020年度末 2021年度末

固定資産 10,683,502 10,653,459 10,639,301 10,486,387 10,474,641

有形固定資産 8,273,067 8,135,493 8,499,686 8,352,086 8,177,873

特定資産 2,289,263 2,401,307 2,022,983 2,092,404 2,257,435

その他の固定資産 121,172 116,659 116,632 41,897 39,333

流動資産 1,831,768 1,903,329 1,963,727 2,098,424 2,178,182

資産の部合計 12,515,270 12,556,788 12,603,028 12,584,811 12,652,823

固定負債 310,435 268,335 262,133 254,548 264,493

流動負債 235,449 248,328 224,987 236,934 221,022

負債の部合計 545,884 516,663 487,120 491,482 485,515

基本金 13,415,520 13,448,434 13,994,309 14,006,917 14,009,265

第１号基本金 13,282,520 13,315,434 13,861,309 13,873,917 13,876,265

第４号基本金 133,000 133,000 133,000 133,000 133,000

繰越収支差額 △1,446,134 △1,408,309 △1,878,401 △1,913,588 △1,841,957

純資産の部合計 11,969,386 12,040,125 12,115,908 12,093,329 12,167,308

負債及び純資産の部合計 12,515,270 12,556,788 12,603,028 12,584,811 12,652,823

《貸借対照表の推移》

資産は概ね横ばいで推移していますが、安定的な財政基盤の確保に資するための特定資産は2019
年度に中学校・高等学校校舎統一工事による減少を除いて堅調に増加しています。負債は「大学校
地取得校舎建築資金」借入金を完済したことにより減少しています。
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 ⑤ 主な財務⽐率〔2017〜2021年度〕
（単位：％） 〔参考〕

全国平均値

2020年度
人件費

経常収入
教育研究経費

経常収入
管理経費
経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入
事業活動支出

（事業活動収入-基本金組入額）

学生生徒納付金
経常収入

基本金組入額
事業活動収入

純資産
（総負債+純資産）
繰越収支差額

（総負債+純資産）
固定資産
純資産

流動資産
流動負債

（総負債-前受金）
総資産

運用資産
要積立額

教育活動資金収支差額
教育活動資金収入計

（注1）経常収入＝教育活動収入＋教育活動外収入

（注2）運用資産＝現金預金+特定資産+有価証券

（注3）要積立額＝退職給与引当金＋減価償却累計額

（注4）全国平均値＝大学法人規模別（1～2千人)の平均値〔日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」から転載〕
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4 用語解説

 ① 計算書について

□ 資金収支計算書

□ 活動区分資金収支計算書

□ 事業活動収支計算書

□ 貸借対照表

 ② 計算書の項目について

□ 資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

学生生徒納付金
手数料
補助金
付帯事業・収益事業

□ 資金収支計算書のみに表れる主な科目
資金調整勘定

施設関係支出
設備関係支出

□ 事業活動収支計算書のみに表れる主な科目
基本金組入額

 ③ 学校法人会計の特徴と企業会計の⽐較について

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、
事業活動収入から組入れられます。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定めら
れています。
第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額
第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額
第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額
第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この出資は、会社の細分化
された持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資という概念はありません。設立は寄附によって
行われ、学校法人に対する持分が外部に生じることはありません。これは、教育の独立性を担保するものであり、
所有者の意向を受けて、教育が偏ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本原則
は定款と呼ばれていますが、学校法人では寄附行為と呼ばれています。
学校法人は、4つの原則（真実性の原則・複式簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原則）により会計処理を行
い、計算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会計の原則にも同様の一般原則があり、基本的に
は同じです。
ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処理および計算書類の作
成は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行われなければならないとされています。

資金収支計算において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資金の
調整勘定です。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に入
金される収入）と前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受入れ
ている収入）です。また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌年度以降に支
払う支出）と前期末前払金（前年度までに支払った支出）です。

土地、建物、構築物などの取得費用です。
教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などです。

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもので、収入の大きな割合を占めます。
入学検定料や証明書発行手数料などです。
国や地方公共団体からの助成金です。
課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入などです。

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容と支払資金のてん末
を明らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフローの状況を把握することができます。

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備等・その他の3つの活
動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握することができます。

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたものです。基本金の組入を
除けば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学校法人の財務の状況を把握することがで
きます。

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校法人の財政状態を明ら
かにするものです。
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